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1

商 品 の 仕 入 か ら販 売 ま で を

4つ の サ ブ シ ス テ ム で 管 理
.・・セ ル フ ・サ ー ビス業 向け標準 販売 管理 システ ム一 一

〈中小企業向け標準販売管理 システム③〉

●

,

現在,セ ルフ ・サービス店(以 下 「S・S店 」 という)は,14,000店 を越え,販 売高シェア

において,百 貨店業界を追い抜 き,わ ずか20数 年 で急成長を遂げた業種業態として,小 売業界

に大 きな地位を占めるに至 っている。今回の標準販売管理システムの開発に当っては,モ デル

業種 としてこのセルフ ・サービス業をとり上げ当該業種における主要業務のひとつである商品

管理にスポットを当て,商 品の仕入か ら販売に至るまでの業務,す なわち,売 上管理,発 注 ・

仕入管理,在 庫管理及び買掛管理に係る業務の情報処理システムの開発を行っナこ。

1

,

1.セ ルフ ・サ ー ビス業 の概要

通産省の商業統計調査では,「S・S店 とは小売商店

の うち,① 法人商店で,② 売場面積が100m2以 上,③ 売

場面積の50%以 上についてセルフ ・サービス方式を採用

している商店をいう」 と定義づけている。

また,「 セルフ ・サービス方式」 とは,原 則 として,

あらかじめ包装(プ リパッケージ)さ れ,値 段がつ

けられている商品を,店 に備えつけたカゴ(バ スケッ

ト)又 は買物車(シ ョッピング ・カー ト)に 買物客が

自分で取 り集め,売 場の出口な どに設けた勘定場(チ

ェックアウ ト)で 一括 して代金の支払いを行 う形式の

販売方式をいい,次 の4業 種に分類 している。

① 各種商品小売業……総合スーパー

衣 ・食 ・住にわたる各種の商品を販売する商店で,そ

の商店の性格上いつれが主たる販売商品であるか判別

できない 「S・S店 」。

② 織物 ・衣服 ・身のまわ り品小売業……衣料スーパー

主として衣料品 ・身のまわ り品などの商品を販売する

「S・S店 」。

③ 飲食料品小売業……食品スーパー

③ 生鮮食料品(食 肉,鮮 魚,野 菜,果 実)を 扱って

いる 「S・S店 」。

⑤ 生鮮食料品を扱っていない 「S・S店 」。

④ その他の小売業……雑貨スーパー

主 として,雑 貨 ・家庭用 品な どを販売 する 「S・S店 」

以上の ほか,単 独経営 の生鮮 食料 品を含 む総合食品S

・S店 を 「スーパーマーケ ッ ト」,衣 料品等非食品主体

のS・S店 を 「スーパース トア」 と呼び,い つれ も大型

店 の意 味が強 い。

業 界内において 「スーパー」 あるいは,「 量販店」 と

して総称 的に呼称 され るものは,い つれ もセルフ ・サL

ビス方式 を採用 して技術革新 を行 い,あ るいは,チ ェー

ン化に発 展 した ものであ り,S・S店 はスーパー,セ ル

フ ・サー ビス業界 は,ス ーパー業界 と同義語 と解釈 して

差 し支 えない。

2.セ ルフ ・サ ー ビス業 の情報化 にお け る

主 な留意 点 ⑳

(1)商 品特性による考慮点

食料品 ・日用品 という商店の特性から,

① 商品点数が非常に多 く,し かも,発 注 ・仕入の頻度

が高いため処理データ量が多いこと。

② 補充要求,発 注,納 品のサイクルが極めて 短 い た

め,迅 速な処理が要求 されること。

③ 商品1品 当 りの利益額が少ないこと。

(2)環 境整備の考慮点

① 各店舗におけるデータ作成作業を極力少な くするこ

一1一



∫∫PZ)ECジ ャー ナ ル

と。

② 各地に点在している店舗で発注するデータを随時,

迅速に収集すること。

③ 使用伝票の様式の変更に当 り,取 引先 と も協 議 の

上,双 方不都合が起 きないよう留意すること。

3.シ ステムの基本構想

(1)シ ステムの目的

セルフ ・サービス業における基本的な業務は,商 品を

仕入れ消費者に提供することであり,商 品の仕入価格に

諸経費,利 潤を見込んで販売価格を決定 し,販 売価格 と

仕入価格 との間で生ずる価格によって企業の運営を行っ

ている。従 って,企 業 としては,消 費者の要求している

商品は何か,よ く売れている商品は何か,売 れない商品

を長期在庫 していないか,利 益向上に貢献している商品

は何かといったことを的確に把握し,そ れに対応 した行

動をとれる体制を作 り,売 上数ぽの増加による利益向上

と不良在庫の削減による在庫費川の低減を図ることが重

要 となって くる。

そこで,当 標準販売管理 システムは,企 業にとって利

①販売計画作成

②販売内容の集計

③陳列商品の在庫調整

④販売実績の把握のため

の管理資料作成

①発注数量の集計

②発注業務

③各店舗での納品業務

④納品処理

⑤商品仕入管理資料作成

①配送情報の作成

②集品,配 送作業

③在庫数量更新

④在庫管理資料作成

①買掛金更新

②買掛金支払計算

③支払業務

図一1サ ブシステム機能概要

益の源泉である商品の適正なる管理を行 うと共に,そ の

活動に必要な資料をタイムリーに提供することを目的 と

し開発する。

(2)シ ステムの範囲

当標準販売管理システムは,セ ルフ ・サー ビス業にお

ける商品管理活動を対象 としている。すなわち,商 品の

仕入か ら販売に至 るまでの業務(各 店舗における補充要

求,仕 入先への発注,仕入先か らの納品,配送センターに

おける在庫,各 店舗への配送,各 店舗における販売等の

各業務)を 包含し,管 理目的単位に従って,売 上管理,

発注 ・仕入管理,在 庫管理及び買掛管理の4つ に 分 割

し,そ れぞれをサブシステムとする構成になっている。

これら4つ のサブシステムが,相 互に関連することによ

り当システムの全機能が発揮 されるが,必 要に応 じてサ

ブシステム単位で運用することも可能である。

(3)シ ステムの機能

当システムは,前 述したよ うに商品の仕入から販売に

至 るまでの商品管理を中心 とし,こ れらに関連 して発生

する実績データの収集 ・分析を行い,管 理に必要な各種

資料をアウトプットする。なお,サ ブシステムごとの機

能概要及びサブシステム間における情報関連はそれぞれ

図一1,図 一2の とおりとする。

図一2機 能情報関連図

(4)コ ンピュータの機器構成

当標準販売管理システムでは,コ ンピュータの利用方

v・一一2-一
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式 について は特 に規定 していないが,前 述 した目的の達

成のた めに,保 有す る機能 を十分発揮 させ るよ うに次の

機器構成(図 一3)で の オ フ ィス ・コンピュー タを想定

して開発 した。

磁気ディ

スク装置

③

フロッピー デ ィスク装 置

図一3想 定機器構成図

4.シ ステ ムの概 要

当システムは,各 業務の機能及びその管理目的に従っ

て4つ のサブシステムよ り構成 されている。以下各々の

サブシステムについてその概要を説明する。

(1)運 用 システム

運用 シス テムは,各 サ ブシステ ムを効率 よ く運用 して

い くた めの ものであ り,各 サ ブシステ ムに共通 した内容

又 は単独サ ブシステ ムで処 理す るのが困難 な内容 につ い

ての処理を行 ってい る。 すなわち,運 用 システムでは,

初 期にお ける各種 マス ターの作成,各 種 マスターの 内容

更 新(追 加,修 正,削 除),各 種 ファイルの データ更 新

を行 ってい る。処理概要 は図一4の とお りで ある。

(2)発 注 ・仕入管理サブシステム

発注 ・仕入管理サブシステムは,各 店舗の補充要求に

基づき,仕 入先への発注業務,店 舗での納品受入業務を

円滑に行 うためのサポー ト用資料の作成を行 う と と も

に,仕 入先別の仕入状況の把握,商 品別の仕入動向の把

握が行える管理資料を作成し,商 品活動をサポートする

ことを目的としている。

発注 ・仕入に関する業務は,補 充の必要な商品を仕入

〔マスター作成段階 〕

.琴 ル

〔内容更新段 階〕

各種ファイル

のfk成

各種 『杁 ター

の 伽 茂

〔デー タ更新段階〕

各種マスター

の更新

実績

、

図一4処 理 概 要 図

先に発注する段階,仕 入先か ら発注商品を納品する段階

と,こ れらの業務について分析 ・管理するための管理資

料作成段階に大別される。処理概要は図一5に 示す。

(3)売 上管理サブシステム

売上管理サブシステムは,販 売予定 と各店舗での販売

一3
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図一5処 理 概 要 図

〔計画作成段階〕
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の 作成
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売上順位表
の作成

売上推移表
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ロス管理表

の作成
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一

売上推移表
一

・ス管理表
一

図一6処 理 概 要 図

活動の実績に基づき,店 舗別の売上状況を把握するため

に必要となる各種管理資料を作成することを目的として

いる。処理概要は図一6に 示す。

売上管理サブシステムでは,販 売計画作成時の処理,

毎日の販売活動実績の処理及び分析 ・管理のための管理

資料作成の3段 階に分けて処理を行っている。

(4)買 掛管理サブシステム

買掛管理サブシステムは,仕 入情報に基づいて買掛金

管理のための資料を作成 し,経 理係の支払い業務をサポ

ー トすることを目的としている。

仕入によって発生する買掛金の更新処理は,発 注 ・仕

入管理サブシステムで行ってお り,買 掛管理サブシステ

一4一
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ムでは,請 求書のチェック処理及び支払用資料の作成を

行っている。処理概要は図一7に 示す。

仕 入 先

マスター

買 掛

ファイル

支払用資料

の作成

図一6処 理 概 要 図

請 求 ■の

チ ェ ク

買掛一覧表

の作成

(5)在 庫管理サブシステム

在庫管理サブシステムは,配 送センターにおける商品

在庫状況を把握することによって,過 剰在庫を防止 し在

仕 入 先
マスター

商 品

マスター

品 切れ リス ト

の作成

征圧 一覧表

の作成
仕入 実
フ ァイ

図一8処 理 概 略 図
t

庫費用を低減すること,在 庫切れによる機会損失を防止

することを目的としている。

在庫管理サブシステムでは,商 品マスターを参照する

ことにより,安 全在庫数以下になっている商品について

品切れ リス トを作成 し,発 注のための資料 として活用す

る。又,必 要な時点で,在 庫一覧表の作成を行い,在 庫

状況の把握資料 としている。

なお,配 送センター在庫商品の移動に関する情報は,

発注 ・仕入管理サブシステム,売 上管理サブシステムで

作成 され,そ れぞれのサブシステムで処理 されるため,

在庫管理サブシステムのみで運用する場合には,商 品の

移動に関する情報を入力する必要がある。処理概要は,

図一8の とおりである。(石 本恵 ・開発部)

し

5
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企業診断の省力化・資質向上を目指す

コ ン ピ ュー タ診 断 システ ムの 開発

国の制度 としての企業診断は,公 共診断として,す でに創設以来数多くの中小企業を診断指

導してきている。中小企業庁ではこれ ら公共診断の資質の向上と効率的運用をはかるため,昭

和47年 度以来コンピュータによる診断システムの開発を当協会に委託してすすめてきた。以下

に既開発の各種システムの概要を紹介し,利 用関係者の参考に供したい。

○

1.診 断システム開発の背景 ・経過

中小企業施策の一環 としての公共診断は,昭 和23年,

工場 ・商店診断等の個別診断から始まり,産 地 ・商店街

等の企業集団を対象とする集団診断へ と発展 し,更 に35

年からは設備近代化資金 ・高度化資金等の貸付制度 と結

びついた近代化促進診断 も実施 されて きている。その後

の中小企業をめ ぐる経済環境の変化に伴い,公 共診断に

対する量的 ・質的な要請はますます高まってきている。

このため,内 外の経営諸要因の的確 ・迅速な把握分析と

精度の高いよりち密な診断が求められるとともに,き め

の細かい診断資料の整備やとりわけ集団診断等における

大量のデータ収集 ・加工 ・処理が必要 となって くる。 こ

れ らの要請に応じるナこめ,コ ンピュータを利用 した診断

システムを開発 し,こ れの利活用を促進することによっ

て診断の省力化,資 質の向上がはかられるこ と とな っ

た。すでに利用している機関においては,効 果を上げつ

つある。

2.シ ステム化 に よ る効果

企業診断へのコンピュータ利用は,理 論的にはかな り

の範囲まで適用可能とされているが,診 断の主体はあく

までも診断員であ り,コ ンピュータは診断に必要な客観

的な情報を提供するところにその役割がある。期待 され

る効果として以下があげられる。

6

(1)診 断員の行 うデータ整理 ・計算等の作業がコンピュ

ータによ り迅速化 ・簡易化 されるため,現 場診断によ

り多 くの時間をさける。

(2)診 断の計数処理が客観化 ・正確化 されるため,診 断

の基礎となる資料が均質化し,診 断の事前段階での診

断員の個人差が解消される。

(3)複 雑多岐にわたる経営要因を論理的に組合わせるこ

とにより,よ り高度の判断がなし得 るとともに,従 来

よりも高度の改善方法の指導が行える。

(4)診 断結果をファイル化することにより,事 後の診断

指導等のフォローアップにおいて,従 来より精度の高

い診断指導が行える。

3.診 断 シス テムの概要

(1)工 場(一 般)診 断システム

このシステムは,工 場診断における 「予備診断」,「現

場診断」,「総合調整」および 「勧告」からなる診断プ

ロセスのうち予備診断の段階をシステム化 し,客 観的

な現場診断が行えるような基礎資料の提供を主眼 とし

ている。入出力帳票とコンピュ一一タの関連は図一1の

とお りである。

(2)工 場(設 備近代化)診 断システム

このシステムは,設 備近代化資金貸付の適否の審査に

当って,そ の適正化をはかるために診断担当者が診断

企業をより客観的に判断できるような基礎資料を提供

●
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す ることを目的 としてい る。入 出力 帳票 とコ

ン ピュー タの関連は図一2の とお りである。

〈 入 力 〉

(3)工 場団地診断システム

工場団地診断は,中 小企業振興事業団法に基

いて,工 場等集団化事業を行 うため資金の貸

付を受けようとする者,も し くは受けた者に

対 して行 う診断で,そ の実施区分は 「計画診

断」,「 建設診断」および 「運営診断」の3

種類である。このシステムは,上 記のうち主

として計画診断の段階を対象としており,工

場集団化計画の妥当性検討のための客観的な

判断資料を提供することを主眼 としている。

入出力帳票とコンピュータの関連は図一3の

とおりである。

(4)産 地診断システム

産地診断のプロセスは,一 般的には 「予備調

査」,「基本調査」,「 現場診断」,「 総合調

整」および 「勧告」等からなっているが,こ

のシステムでは 「基本調査」の段階で行 う作

業を主な対象 としている。機能図は図一4の

とおりである。

(5)商 店診断システム

このシステムは,商 店診断システムにおける診断申込

から勧告改善事項の指導にいたる一連の診断 プロセス

<出 力 ♪

工場 診断

チ ェック リス ト

図弓 工場(一 般)診 断システム

(入 出力帳票とコンピュータの関連図)

設備近代化診断

予備調査表

設備 近 代化 診 断

チェックリスト

図一2工 場(設 備近代化)診 断システム

(入 出力帳票とコンピュータの関連図)

設備近代化 診断

経営比率一覧表

設備近代化診断

総、合 評 価

設備近代化診断

経 営分析結果

のうち,予 備診断で行 う作業を主対象としている。機

能図は図一5の とお りである。

(6)共 同工場診断システム

中小企業共同工場診断要領に基 き実施 される共同工場

工場団地診断

予備調査表(事 業協同組合)

彗{

業

協

同

組

合

集
団
化
対
象
企
業

経営 比率一 覧表

総 合評価 一覧 表

・

予想損益計算書
倒
償還計画表 ・

工場 団 地 診 断

チ ェ ッ ク ・リ ス トω

一

経 営 指 標

一

1

入力
コ ン ピ ュ ー タ

出力
≧ ,

集

団

化

の

全

体

企 業別経 営比 率一覧 表
閥2企
業 別総 合評価 一覧表

コメン ト文一覧表(組 合員分)

年 度別使途別 所 要資金 一覧表

年 度別 資金調 達計 画一覧 表

企 業別所 要資 金調達 一覧 表

企 業別償還 能 力表

工場団地診断

予備調査表(集団化対象企業)

集
団
化
対
象
企
業

工 場 団 地 診 断

チ ェ ッ ク ・リ ス ト(B}

一 一

㈹1事 業協同組合の償還計画表も出力する

en2集 団化全体計画と組合事業計画の評価も出力する

図一3工 場団地診断システム(入 出力帳票とコンピュータの関連図)

-7-』
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診断の実施区分には大別 して,「 計画診断」と 「運営

診断」があるが,こ のシステムは前者の段階を主対象

とした もので,共 同化計画の妥当性検討のための客観

的な判断資料の提供をね らい としている。

図一6の とお りであ る。

機能 図 は

産 地 業 群

(関連企業 も含む)

経営者の

アンケート 別企業④

基本調査表

営資源⑧

実態調査表

経営力の
点数評価

総合評価①
一覧表

財 務 評 価

(主成分分析)

回答項目の 定性的要因の分析
パターン別集計1数 量化理論1麺 む

産地全般の

点数評価 と

問題点指摘

診 断 チェvク ・リス ト

の点 数評価 とコメン

ト文 一覧

図一4産 地診断システム機能図

財務評価②
一覧

定性的要因
(経営資源実態調査)

の分析一覧表

診断対

象企

商店診断①
予備調査表

◎環 境情 報
一_____

本店 ・支店別
売上実績の分析

原価構成比の
算 出

損益分岐点の
算 出

経営比率の

点 数 評 価

経営比率の
相 関 分 析

管理水準の
点 数 評 価

本店 ・支店別(D
売上実

経 営 比 率 ④
評価一

勧告書
の作成

図一5商 店診断 システム機能図

一8一

記号の意味

∠=7入 力頓表(④ ～◎)

Vlth力 帳表(① ～⑤)'

ロ コンビュ一夕処理
一 コンピュ吟タ処理する情報の流れ
・・一・コンピュータ処理しない情報の流れ

●

σ

1

》
1
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⑧

工場
共同化
の背景

業界の経済的
背 景

「 ⑧

一 「経済的環境条 件

「

ー
ー

!

一
一

ー

「

1

ー

ー

◎

共同工場
(又 支 計予想損益計画予燗制職)ヅ

シュミレーションモテル

に よ る予 測 計 算

L 予酬 益計ぷ 一

潔 藷ジ 収支 =

' '

'

「. ～

も

②
予想貸借対照表

}/勧 告書
本 診 断 の作成1

声 メ ー
返済額と
支払利息の計算

　＼

③
予想経営比率推移表

一

一

一設備投資計画 一

減価償却費計算

一
④利

益計画図表
一

4.診 断システムの

利用について

(1)シ ステム解説書等

各診断システムごとに次の2種 の

解説書が作成 されてお り,す でに

全国の関係先(都 道府県,政 令都

市,通 産局等77個 所)へ 配布され

ている。

①診断システム(シ ステム編)

システムの基本構想およびその

概要について説明してある。

②診断システム(プ ログラム編)

§己号の説明

∠==7入 力(⑧ ～◎)

じ コ 出力(① ～④)

1=コ コジ ピュータ処 理
一 コンピュータ処理する情報の流れ

一一ー コンピュータ処理 しない情報 の流れ

図 一6共 同 工 場 診 断 シ ステ ム機 能 図

表 一1診 断 シ ス テ ム用 プ ロ グ ラ ム一 覧 表

シ ス テ ム 名 使 用 可 能 機 種 ・・ 已 指 話

工場(一 般)

診 断システム
NEAC2200モ デ ル500 MODW COBOL

工場(設 備近代化)
診 断システム

① 〃

②ACOSシ ステム700

〃

ACOS-6
・

〃

〃

工場団地診断システム ACOSシ ス テ ム700 ACOS-6
で

〃

産地診断システム 〃 〃 〃

商店診断システム 〃
L"

〃

共同工場診断システム
・

〃 〃 FORTRAN

シ ス テム設計お よびシス テム操作手 順について説明

してある。

(2)プ ログ ラム

プ ログラムは磁気 テー プに収め られてい るが,そ の仕

様 は表一1の とお りであ る。

(3)利 用等に関する問合わせ先

診断システムおよびプログラムの内容につ い て の 質

問,実 際の利用に当っての相談等は下記あてご連絡下

一9一

さい 。 当協会 業務部業務課

電話(03)434-8211内 線(200)

(高取敏夫 ・開発部)
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情報資源 の開発 と流通 ネットワークの整備 を

国際情報ネッ トワークに関する調査研究

コンピュータと通信の結合によって,近 年国際規模の情報ネットワークが著しい進 展 を み

せ,特 に欧米を中心に,各 種ネットワークのグローバル化,共 同開発さらには国際間の情報流

通が拡大の一途をたどっている。わが国において も,社 会経済の国際化に伴ない,国 際情報 ネ

ットワーク形成に対する要請が高まると共に,省 資源型の輸出産業としての期待が高まってい

る。

このような情勢の中で当協会では,国 際情報ネットワーク調査委員会を設け,需 要 ・技術 ・

制度の面から,国 際情報 ネットワークの形成 ・運用に関する諸問題および環境整備について51

年度および52年 度の2カ 年にわたって調査を行った結果 国際情報ネットワークの振興のため

には,情 報資源の開発と流通 ネットワークの整備 とともに技術的問題の解決 を計ることが提言

としてまとめられナこ。 σ

1、 情報処理国際化の動向

わが国におけるコンピュータの利用高度化のひとつの

方向として,情 報処理の国際化がある。急速な経済成長

とともに高密度な社会構造をもつわが国では,海 外諸国

に比 しても,情 報化社会を形成しコンピュータの利用を

高度に発展 させる素地を有 している。

産業界では,国 内業務を主体に進展してきた情報処理

に加えて,海 外市場開発,海 外投資,輸 出等の海外活動

に関する業務のコンピュータ適用および海外 の 市 場 情

報,技 術情報等の導入利用に対 してのニーズが顕在化し

てきている。

学術研究の分野においては,従 来か ら論文誌等を通じ

て研究者情報の把握が行われているが,研 究の関連領域

の拡張による論文数の増加,引 用文献数の増大,さ らに

は研究過程で発生する学術情報データの重要性が増 した

ことなどから,コ ンピュータが読取可能な媒体(例,磁

気テープ)に よる国際的レベルにおける情報交換が必要

になってきている。既に分野によっては,日 本からの学

術情報 との相互交換を要請 され,海 外情報を入手するた

めには,日 本側でデータを作成する必要がある。

一方,情 報処理産業は海外市場に対して強い関心を有

してお り,既 に国際的な経営戦略を取 りつつある。わが

国の情報処理サービス業は現在のところ,国 内を対象 と

した活動に とどまっているが,国 際レベルでのスケール

・メリットを追求するとともに,マ ルチ ・サービス ・ベ

ンダーとして,ソ フトウエア開発,タ ーンキイ・サービ

ス,付 加価値通信サービス等情報処理サービスに関連し

て多角的な営業を展開しようとしている。また,情 報提

供サービスの分野は,米 国等に比べて,産 業 としての形

態が整ってな く,国 内サービス体制の充実を早急に整備

するようユーザの要望がでている段階ではあるが,経 済

統計情報,株 価情報,等 の限 られた分野について一部海

外への提供サービスが行われている。

国際機 関や国際組織 にお ける合意 によるSITA,

SWIFTな どの国際情報ネットワーク形成 も,わ が国に

とって情報処理の国際化を推進しなければならない重要

なインパクトである。SITAは,航 空会社間での座席予

約データやメッセージ交換を行うもので,SWIFTは 銀

行間での国際的な決済,送 金業務のためのメッセージ交

換を行 うネットワークで,同 様な国際情報ネットワーク

が貿易等他の分野においても進展する可能性がある。

このような情報処理の国際化への動向に対 処 し て,

わが国では,国 際電信電話㈱が昭和54年 開始 を 目途 に

VENUS計 画すなわち国際加入データサービスを整備 し

てお り,国 内向には,日 本電信電話公社が新データ網 と

して,デ ジタルデータ網の建設を進めている。

ず

一10一
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2.調 査 の視点

情報処理の国際化に対処して,国 際情報ネットワーク

需要の顕在化が重要な課題になっている。企業を対象 と

した国際情報ネットワークの需要調査ではデータベース

の活用に期待してお り,需 要の顕在化にはデータベース

を整備することが緊要であるとの結論を得た。内外のデ

ータベースの現状 を見たとき
,欧 米の実情がわが国のあ

り方として1つ の指標を示すものであると思われる。

アメリカにおけるデータベースは,サ ービスされてい

る種類が豊富で,需 要に応 じて利用の容易なソフトウエ

アが,日 本に比して低価格で利用可能になっている。 と

くに国の統計 データの公開,デ ータベースの製作者,デ

ータベースの流通者であるネットワーク業といった役割

分担が確立 されており,そ れが現在のデータベース市場

を形成 しているものといえよう。

欧州では,建 設中のEURONETの 主な目的として,

各国が保有するデータベースを接続 し,加 盟国の間で自

由に利用 し得ることを可能 としている。また,フ ラ ン

ス,西 ドイツ,両 国では政府が主導 して,国 内の種々の

情報センターを有機的に接続 し利用するためのプロジェ

クトを推進中である。

わが国のデータベースは,経 済情報,企 業信用情報,所

在情報,科 学技術情報等のサービスが商用で行われてい

るが,提 供情報の種類を豊富にするとともに利用内容に

応 じた各種ソフトウエアを低料金でサービスするようユ

ーザの要望がある。また,学 術情報については,文 部省

特別科学研究費によ り大学や研究機関等において整備 さ

れており,わ が国の学術研究を進展 させ るための有効な

データベース とな りつつある。 このような状 況 の な か

で,既 に統計審議会,科 学技術情報懇談会,産 業構造審

議会等で情報の整備流通について,具 体的な提言が行わ

れ,一 部施策 として取 り上げられている。データベース

等の情報は,規 則性をもってある一定形式により蓄積整

備 されたものが価値のある資源 となるもので,情 報利用

の側面からは,よ り多くの種類の情報が整備 されること

が必要である。

一方,国 際情報ネットワークを実現するための技術問題

では,コ ンピュータ ・ネットワーク技術,デ ータベース

○マネジメント・システム(DBMS)技 術を主検討課

/1PZ)ECジ ャー ナ ル

題 として,異 機種コンピュータをネットワークを通 じて

相互利用する場合のネットワーク ・アーキテクチャとプ

ロトコル,ネ ットワーク上での分散型データベース ・マ

ネジメント,衛 星通信,パ ケット無線技術,セ キュリテ

ィ機能,コ ンピュータ・ネットワークの運用問題等につ

き議論を行った。これらのうち特に緊急性の高い問題 と

して,利 用者に密接 したユーザレベル ・プロトコルの機

能および異機種間分散型データベース ・マネジメン ト機

能につきやや詳細な検討を行った。

国際情報ネットワークの発展には,純 技術的問題よりは

政策,法 制,国 際間の コンセンサス等の諸要素がより困

難な問題点を内蔵 しているといわれるが,そ の実現の基

本的条件である経済性,国 際標準化,運 用管理,機 密保

持,ユ ーザニーズへの対応等,す べての要素に技術的裏

付は必要不可欠であり,今 後とも,他 の諸問題の解決を

多少なりとも援助する重要要素として規存のレベルを越

えた更に新 しい技術の導入が期待 される。

3.提 言:国 際情 報 ネ ッ トワー クの振 興

のた め に

(1)情 報資源の整備

① 情報資源の開発

a国 家的資源,貿 易資源 としての情報資源を国策 と

として開発するための体制を整備する。

b政 府機関および民間企業に散在する情報資源を整

理 し,広 く誰 もが利用で きる公共的情報資源を開発

する。

C民 間が整備 した公共性の高いデータ資源の有償買

上げ等によ り,民 間におけるデータの整 備 を促 進

し,重 複投資を回避する。

d政 府統計データの磁気テープ等による提供および

利用のための制度的検討を行 う。

e以 上a～eの 機能を効率的に推進するため,新 し

い公的専門機関の新設を検討する。

② 情報資源の効率的流通機構の確立

a政 府統計データの磁気テープによる民間への提供

(卸売機能)お よびこの小売機能 と最終需要者の目

的に応 じソフトウエアの開発 と加工サービスを行 う

民間専業者の育成を計る。

b散 在する情報資源を有機的に連結 し,重 複投資を
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1



ノIPDECジ ャー ナ ル

回避するため,事 業体間,企 業間,国 際間 で の 協

力,補 完体制を確立する。

c海 外ニーズに適合 した情報の提供のため,国 際語

の採用によるデータベースを整備 し,情 報資源の輸

出体制を確立する。

dデ ータベースの開発流通の促進,リ スクの分散等

のため作成機関(企 業)と 運用機関(企 業)の 役割

分担を行い分業体制を確立する。

③ 国際データ通信網等の整備

a国 際公衆 データ交換網の導入を促進する。

b付 加価値通信機能の導入を促進する。

c情 報資源を国際的規模で効果的な流通を計るなど

新 しい問題に対応するため通信関係の現行法規の再

検討を行う。

(2)技 術的問題

① 標準化の推進

a国 際情報ネットワークを振興するため,各 階層レ

ベルにおけるコンピュータ ・ネットワーク・プロト

コルの標準化を推進し,国 内標準 も可能な限 り国際

案に準拠 させる。

b各 種プロトコルおよびインタフェースは,フ ルセ

ットの標準化が要求されるが,イ ンプリメントはそ

れぞれのサブセット化にも標準思想が必要 となる。

cデ ータベース等ネットワーク ・リソースの一般ユ

ーザ利用技術の高度化を進めると共に,統 一的ユー

ザ ・インタフェースの指示,高 位ネットワーク・ア

クセス言語の導入を計 る。

d各 社のネットワー・ク・アーキテクチャ間の互換性

を実現する。

② 技術開発および機能の拡充

aネ ットワーク制御機能のファームウェア化を進め

ると共に,機 能分散型の特殊プロセッサ(マ イクロ

プロセッサ含む)の 開発を推進する。

bコ ンピュータ・ネットワークにおける機密保護機

能の充実を計る。

c分 散リソースの統合技術を開発し,一 元的制御機

能の実現を計る。

d多 様な情報形態(音 声,画 像,デ ータ)を カバー

する統合情報通信システムの実現 と,そ れに対応す

る多様なかつ低コストの端末機器の実用化を推進す

る。

e国 内のデータベース ・リソースの輸出 を計 るt

め,限 定文法による言語翻訳の自動化を推進する。

f衛 星通信のより高度な利用技術を開発推進すると

共に,周 波数割当など環境条件の整備を計 る。

9国 際情報ネットワークシステムのネットワーク管

理技術は,そ の広域性,各 国の事情の違い等によ り

複数のセンター間のダイナ ミックな交信技術が必要

となる。

4.付 随 す る問題

本調査委員会では,国 際情報ネットワークを振興する

問題について,需 要,技 術,制 度の分野から調査検討を

行ったが,こ の課題は,国 内情報処理の延長線上にある

ものと,新 たに国際情報処理として解決 しなければな ら

ないものとに分かれる。このため検討を要する問題の範

囲が広 く,ま た,ア メリカのネットワーク業の日本進出

といった政策決定段階にある問題等 もあって,関 連はあ

るが掘 り下げた論議が及ばなかっナこもの も多々あり,今

後の検討にまつこととした。

残されテこ問題 としては,1つ は情報処理サービス業に

おける国際化の対応は,国 内体制の充実が緊要であり,

国内振興策を抜本的に講ずる必要があるという点が指摘

される。2つ に,デ ータ・セキュリティ問題があげられ

る。現在海外諸国で もまたOECDな ど国際機関で もデ

ータ ・セキュリティ問題が論 じられ,既 にい くつかの国

々では,プ ライバシー法を制定 しているが,最 近の論点

は,情 報資源の国外流出対策にあり,わ が国としても早

晩この問題について十分検討する必要がある。

情報処理サービス業が国際的な活動を希望するのは,

営業領域を拡げ,自 己のネットワークに1台 で も多 くの

端末機を接続してコンピュータリソースの使用率を高め

収入増を計ろうとするものである。一方,進 出 の形 態

は,初 期投資の採算性ということから有力な顧客におけ

る海外情報の処理を契機にしたいと考えているところが

多い。

このことは,顧 客にとって もメリットは大 きい。国際

情報の処理 となるとデータ量が国内に比 して少 く,ま た

時差があり,緊 急性が低いということ等から,自 己の専
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用システムを持つというより,フ ァシリティの共同利用

と共同分担による費用低減を計ることが期待できるから

である。 しかしながら需要側では,国 際情報ネットワー

クの必要性を認めながらも,具 体的な需要 となると,開

始時期,適 用業務,デ ータ量,経 費等実施計画として困

った内容が明らかでないため,ネ ットワーク計画を検討

するには不確定要素が多いという不満がある。現状のと

ころ,国 際情報ネットワーク網の建設計画を公けに有 し

ているところは,公 的機関であるVENUS計 画を持つ

国際電信電話㈱のみである。

一方,国 際情報ネットワークでは,既 にアメリカのネ

ットワーク業者が日本進出を果 しており,国 内市場にお

いて競合状態にある。 このような中で国内オンラインサ

ービス業者 として も,国 内市場の確保拡張 とともに海外

進出の計画を推進することになる。情報処理産業は,コ

ンピュータ ・リソースを時差利用および通信回線による

距離空間を超えたサー ビスということか ら省資源型であ

り,知 識集約型産業の輸 出戦略上か らも国策として振興

策を論じる必要がある。

(1)情 報処理サービス業の対応

情報処理の国際化に対 して,国 内環境は,必 ずしも円

滑に対応できるようにはなっていないので,様 々な分野

からの基盤整備の必要性が通感される。

特に,国 内のオンライン情報処理サービス業者育成お

よび経営基盤の充実を計る必要がある。情報処理サービ

ス業は,わ が国のコンピュータ利用の進展 とともに約20

年の歴史を持つ産業で,各 界の情報処理に多大な寄与を

果 してきているが,オ ンラインサービスとなると,開始さ

れて以来 日浅 く,さ らに,国 際的な経営活動を国際的な

規模の情報ネットワークを持 って展開するには,資 金,

設備,営 業およびサー ビス体制等経営の全ての面におい

て,主 要な競争相手と目されるアメ リカ企業 と比較する

には,余 りにもその格差が大 きい。特に,海 外進出の前

提 として,国 内の経営基盤の安定が重要であるが,現 状

は必ずしも良好ではな く総売上高に占めるオンライン ・

サービスの収入あるいは投下資本に対する営業収入の比

率は極めて低い。 このため営業者は市場拡大によるスケ

ール ・メリットを上げることに努力を注いでいる。

(2)デ ータ ・セキュリティ問題

国際情報ネットワークが形成されデータや情報が流通

するようになるとともに,国 や国民のデータベースが国

外に流出する問題がクローズアップしてきた。 コンピュ

ータ利用における個人データの保護を主目的として,欧

州主要国,ア メリカ等では既にプライバシー法を制定し

て,個 人に関するデータベースを作成 した場合には,登

録の義務 と作成されたデータについては当該個人が検閲

し訂正削除等を認めた ものである。

わが国では,い くつかの地方 自治体が条令をもってい

るが,国 レベルでは検討は行われたが法制定までに至っ

ていない。

個人データをコンピュータで処理する業務が多 く,個

人がその利益を供受する場合 もあるが,処 理方法,出 力

情報の利用等の内容が知 らされていない,と い う不安が

存在することも事実である。 さらにはデータの正確度,

データの組合せ利用な どの問題 もあ り個人のプライバシ

ーを侵害 された くないという要請が高ま りつつある
。

個人データの国外への流出問題 は,多 国籍企業が当該

国以外の国に,個 人データを情報資源として蓄積するこ

とについての是非が欧州で論議されたのが発端 とな り,

プライバシー法をもつ国々では,同 法に規制条項を盛込

む方向であり,既 にスエーデン,フ ランスではこの方向

をとっている。一方,デ ータ利用の規制が強まる傾向に

対処 して,プ ライバシー法の未制定国,ま たは,規 制の

ゆるい国において情報の蓄積や処理を行お うとする動 き

が生 じてきている。OECD,EC等 の国際機関では,現

在,国 境を越 えるデータの流通について,国 際協定を作

るための作業を始めてお り,わ が国政府 として もこの動

向に強い関心を示 している。

国際情報ネットワークは,情 報の国際間利用を目的と

したものであ り,ネ ットワーウの利用による教育,研 究

新技術開発,経 済交流等の便益が,情 報流通の規制によ

り阻害 されるよ うになるのは,好 ましいことではない。

コンピュータ利用が進み,情 報化社会を形成 しつつある

わが国は,デ ータ ・セキュリティ問題について,個 人プ

ライバシーを護 り,コ ンピュータ利用の効果を得るよ

う,広 い角度か らの検討が要請 される。

(鈴木茂樹 ・調査課)
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システム監査制度確立の諸問題

監査性の向上をめざ して

当協会では昭和49年 以来システム監査の具体的実施に関して調査研究活動を行ってきt。 こ

こではこれまでの研究活動の経過と,実 際に企業がシステム監査体制を確i立してい く上での問

題点をひろってみt。 なお詳細は昭和52年 度報告書 「システム監査の現状と問題点」を参照さ

れたい。

σ

1.調 査研究の経過

情報化社会の基本的ルールのひとつ としてシステム監

査制度の確立が重要 と考えられるが,当 協会ではその具

体化に関して幅広い調査研究活動をつづけている。 これ

までの主な活動をとりまとめるとつぎのとおりである。

昭和49年10月

昭和50年7月

昭和51年3月

昭和51年10月

昭和52年3月

昭和52年10月

昭和53年5月

渡米システム監査研修団派遣

システム監査委員会設置

「わが国におけるシステム監査のあ り

方」発表

情報化国際講演討論会(情 報化週間行

事)で 「システム監査 と管 理 者 の 責

任」をとりあげる

「システム監査体制確立への道」発表

第2次 渡米システム監査研修団派遣

「システム監査の現状 と問題点」発表

(1)監 査の種類

わが国の企業で実際に行われている監査は監査主体別

にみると,① 監査役監査 ②公認会計士監査 ③内部監

査に分類される。そして,監 査役監査は商法に,公 認会

計士監査は証券取引法および商法にi基づ く法定監査であ

るが,内 部監査はこのよ うな法律に基づ く監 査 で はな

く,経 営者の意思で行われる任意の監査である。

つぎに,監 査を内容で分類 してみると,企 業では会計

監査 と業務監査が制度的に行われているということがで

きる。 とりまとめると表一1の 通 りである。とくに,最

近の新しい傾向としては,コ ンピュータ ・システムが監

査の対象 とされるようになってきたことを契機 として,

パフォーマンス ・エバリエーションも監査の対象として

重視 しなければならないとする意見が強 くなってきてい

る。

ず

表一1監 査の分類

2.シ ステム監査の位置づけ

最初に,シ ステム監査 とは何かを明確にするために,

監査 とは何か,監 査の中におけるシステム監査の位置づ

けはどうなるのか等について述べなければな らない。

ここでは便宜上,監 査の定義を 「監査 とは独立かつ客
ホ

観的な立場で,特 定目的のために調査 ・分析し,そ の結**

果について意見を表明することである」 としたい。

-14一

内容によ
監査主体 る分類
による分類

業務監査i 会計監査 根 拠

監 査 役 監 査 O ○ 法 定*

公 認会 計士 監査 ○ 法 定**

肉 部 監 査 O O 任 意

商法274条,第281条

証券取引法第193条,株 式会社の監査等に関する商法

の特例に関する法律第2条
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①監査役監査

監査役の行 う監査は,従 来,会 計監査のみ で あ った

が,昭 和49年10月1日 施行の商法改正で業務監査権が付

与 された。

商法第274条 の第1項 では,「 監査役は取締役の職務

の執行を監査す」。第2項 においては,「 監査役は何時に

ても取締役に対 し営業の報告を求め又は会社の業務及び

財産の状況を調査することを得」 と定めている。

つま り,監 査役の行 う業務監査については,取 締役の

職務執行を監査するわけであるから,取 締役が下部機構

に委譲して行わせている業務についても,そ の範 ちゅう

に含まれるものと理解することができる。

これが,監 査役はシステム監査にどのような役割 りを

はたすべきかという問題が提起 される根拠である。

②公認会計士監査

公認会計士の行 う監査は,ひ とことでいえば,財 務諸

表が法令や定款に従って適法に作成 されているかどうか

を監査 し,意 見を表明することであるといえよ う。

そして,会 計処理がコンピュータでなされ て い る 場

合,手 書 きと異な り,計 算書類の作成過程が見読不可能

になるという問題が出てきた。いいかえれば,処 理過程

において悪意が介在 し,不 正が行われたとしても,公 認

会計士としては発見手段を持たないという状況が出てき

たわけである。

したがって,会 計がコンピュータで処理 されている場

合の会計監査にあたっては,そ のコンピ ュータ ・システ

ムの信頼性を確認することが前提になるという考え方が

成 り立つわけである。 ここに,公 認会計士 とシステム監

査の接点が出て くる。

③内部監査

内部監査で行 うべ き内容を検討してみると,一 般的に

は,資 産の有効利用な らびに保全,マ ンパワーの有効利

用,業 務活動が経営方針や法令その他に準拠 して効率的

に行われているかどうか等々,広 く業務全般にわたり,

経営管理をサポー トするために行われるべ き監査に関す

るすべての事項が含まれるといえるのではな い だ ろ う

か。

米国内部監査人協会が今年6月 に発表した内部監査実

施基準においては,内 部監査を 「内部監査 とは,経 営組

f,1頼性
準拠性
生産性

ドキュ メ

ン アー シ

適時性
生産性

システム
査

ト

ル

ン

ー

コ

ロ

性

三

ノ謙

図一1チ ェックポイントと監査基準との関連

織への奉仕 として諸活動を検討評価するため,経 営組織

内に設置された独立的評定機能である。目的は経営組織

のメンバーが効果的に責任を遂行するのを支援すること

である。」としている。

そして,企 業内でこのような監査を担当している従業

員が内部監査人であり,多 くの企業では,名 称はどうあ

れ監査部門を設置して内部監査にあたっている。

しか も,コ ンピュータ ・システムが業務処理の中核を

なすよ うになればなるほど,コ ンピュータ・システムの

監査が重要になってきているわけである。

(2)シ ステ ム監査の基礎研究

システ ム監査 の基礎的 な研究につ いて は,つ ぎのよ う

な成果 をあ げることがで きた。.

まず,昭 和50年 度 には,シ ステム監査の コンセ プ トを

明確 にす るために,① システ ムの定義,② シス テム監査
ト

実施基準の設定,③ チェックポイントの明確化,④ シス

テム監査の対象業務の範囲,な どについて調査研究し,

システム監査の着眼点を明確にすることに成功した。 こ

れらの うち,チ ェックポイントと監査基準 との関連は図

一1の 通 りである。(詳 細については 「わが国における

システム監査のあり方」参照)

昭和51年 度は,前 年度の成果を土台として さらに一

歩前進 させて,シ ステムの企画 ・開発 ・稼動段階におけ
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るシステ ム監査の手順 を掘 り下 げ,つ ぎの通 りチ ェック

リス トを作成 した。

○システム開発チ ェックリス ト

○システム運用チ ェックリス ト

。入力 プ ロセス ・チ ェック リス ト

。オペレーシ ョン ・チ ェック リス ト

。出力 プ ロセス ・チ ェック リス ト

。外注管理チ ェックリス ト

。セキ ュリテ ィ ・チ ェックリス ト

。人事管理 チ ェック リス ト

同時に,今 後,シ ステム監査の調査研究 をよ り一層進

めてい くためには,こ の段階で定義を してお くことが不

可欠 との考 えか ら,つ ぎの よ うに定義 した。 「システム

監査 とは,監 査対象 か ら独立 した客観 的な立場 で,コ ン

ピュー タを中心 とす る情報処理 システムを総合的に点検

・評 価 し,関 係者 に助 言 ・勧告 する ことをいい,そ の有

効利用 の促進 と弊害の除去 とを同時 に追求 して,シ ステ

ムの健全化 をはか るものであ る」。(詳 細 については 「シ

ステム監査体制確立 への道」参照)

(3)シ ス テム監査の意義 ・目的

このよ うな システム監 査 を実施 する と,何 が 解 決 さ

れ,企 業 に どの よ うな メ リッ トがあ るのかを考 えてみ る

必要 があ る。現在,コ ンピュー タ ・システムをめ ぐる問

題点 としては,効 率利用の問題,コ ンピュータ犯罪 ・事

故 ・エ ラー等 を防止す るた めのセキ ュリテ ィ上の問題,

個 人 データ処理にまつ わるプライバ シー保護問題,会 計

処理 シス テムをめ ぐる会計監査上の問題等 々,多 岐 にわ

たっている。

これ らの諸問題 は,個 々バ ラバラに発生 して きた問題

ではあるが,コ ン ピュー タ ・システム上で解決 していか

ねばな らない事項 である点では一致 している。 したが っ

て,総 合 的かつ合理的 に解決す ることが要求 され るとこ

ろ とな り,こ こにシス テム監査 が大 きくク ローズ アップ

され てい るわ けで ある。

いいか えれ ば,シ ス テム監査 を実施 する ことによ り,

① コン ピュータの有効利用 を促 進 し,② コン ピュータ利

用 に ともな うエラー,事 故,犯 罪,プ ライバ シーの侵害

等 を除去 し,③ シス テムの品質 を保 ち,こ れ らの ことに

よ りシステ ムの健全化 をはか らな ければな らない といえ

よ う。

そ して,シ ステ ム監査 は,現 に存在す る監査体制 を う

ま く活用 す ることによ り,最 低の コス ト負担 で,コ ン ピ

ュー タ ・システ ム上の諸問題 を有機的に解 決するための

ひとつの有力 な手段 とい うことがで きる。

3.シ ステム監査実施上の問題点

このようなシステム監査を,企 業において具体的に実

施に うつす場合,い ろんな問題点がある。詳細について

は,昭 和52年 度報告書 「システム監査の現状 と問題点」

襟濃㌫㌶:麓 二㌶:文芸 σ
いo

(1)組 織上の問題点

米国の場合は,内 部監査部門にシステム監査のセクシ

ョンを設置する傾向がかな り顕著にあらわれ て きて い

る。わが国の場合は,金 融機関等においてコンピュータ

専門家を内部監査部門へ配置転換するなど,シ ステム監

査の準備体制がかな り進んでいるが,内 部監査部門を設

置していない企業ではどのようにしたらよいかという問

題がある。

あるべ き姿としては,内 部監査部門が設置され,シ ス

テム監査人を擁することが望ましいが,当 面の対策 も講

じなくてはな らない。その場合,過 渡期の措置 として考

慮すべ きことは,ひ とつは監査役のシステム監査に対す

る役割の拡張であり,も うひとつはコンピュータ部門自

体で行 うセルフ・オーディティングの強化であろう。将

来においては,外 部のシステム監査コンサルタン トを導

入することも可能になるであろ う。

(2)シ ステム監査人の養成

現段階において,優 秀なシステム監査人を養成するこ

とは,さ ほど容易なことではない。システム監査人が,

コンピュータおよび監査の双方についての知識をもって

いることは当然のこととして,も のごとを客観的に評価

するという監査人としての適性 も重視されなければなら

■
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ない。 しか も,シ ス テム監査 の場合 には,オ ン ・ザ ・ジ

ョブ ・トレーニングで実地に訓練 され ることも要求 され

て くる。今後の大 きな課題で ある。

(3)報 告 ルー ト

システ ム監査 を実施 した結果については,関 係者 に対

して報告会 が開催 された り,報 告書が しか るべ きところ

へ提出 され ることにな る。 このよ うな報告 ルー トについ

てのルールを確立 してお く必要 がある。場合に よっては

トップ ・マネ ジメ ン トを加 えて関連部 門によるシステム

監査委員会 を設 置す ること も考慮 すべ きか も知 れな い。

(4)監 査性の向上

監査性 とは,シ ステムが稼動段階で監査しやすいかど

うかの問題である。監査性の高いシステムをつ くるため

には,シ ステム監査人がシステム開発過程に関与し,稼

動段階に入ったシステムが監査 しやすいようになるよ う

努力しなければならない。

そのためには,シ ステム監査人にも高い能力が要求さ

れ,た とえば,当 初設計 されたコントロールが除去され

ていないかどうか確認できなければならない。またシス

テム監査人自身 もドキュメンテーションをやらなければ

な らない。

いずれにしても,現 在稼動 しているシステムが,シ ス

テム開発段階でシステム監査人の関与を受けていないと

すれば,そ れは関与を受けたシステムよりも監査性が低

いといえる。 したがって,シ ステムの修正等が発生した

場合 をとらえて,監 査性を高めるナこめの手立てが加えら

れることが望ましいといえよう。

5リ ス ク ・アナ リシスの実施

コンピュー タ ・セン タを建設 す る場合,あ るいはシス

テムを開発す る場合等,そ の規模および内容 を十分 に吟

味 して,そ れ相応 に リス ク ・アナリシスを実施す る こと

が必要で ある。 その場合,コ ス トとリスク とのバランス

をど こで とるか とい うことがポイ ン トになるか ら,コ ス

シ ステムお よび情 報の

価値 の分析 ・評i面

考えられ る リスクの
検討

発生 した場 合の

損害 の分析 ・検討

図 一2:ス ト ・リス ク ・ア ナ リシ ス

ト・リスク ・アナ リシス といった方 が正確 であるか もし

れない。

コス ト・リスク ・アナ リシスの手順 を示す とつ ぎの と

お りであろ う。

① システムの価 値,情 報の価 値の分析 ・評価,把 握

②考 え られ る リス クの検討

③検討 の際 に留意すべ き事項

O会 社の事業 内容

○会社 の対外的 イメー ジ

○立地条件

oシ ステ ムの規模,処 理内容

○出入 りする人間

④ 障害発生によ る影響の分析

⑤ 発生頻度 の予測

⑥ 発生 した場合 の損害額 の計算

⑦ リス クに対 す る保 護策 の検討 および コス ト計算

⑧ 保護策を とった場合 と,と らない場合 との コス ト・

アセス メン ト

⑨ セキ ュ リテ ィ・レベルの決定

⑩ バ ック ・アップ体 制の検討'

⑪ 保険付保の検討

な お,こ の コス ト ・リス ク ・アナ リシスを図に示す と

図一2の よ うにな る。
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80年 代へ向け体制整備を図るIBM

GBGの 分離 ・独立 など

IBMの 次期システムといわれるE,H両 シリーズの

具体的なイメージが各所で論じられるようになってきた

が,そ れを裏書 きするかのように,IBMは 組織の再編

成 を進めており,80年 代の企業戦略にみあったより分権

的な企業形態を整えつつある。 ここではE,Hシ リーズ

に対する推測からは少し離れ,最 近の企業組織の変化 と

い う観点からIBMの 次期戦略をみてみたいと思 う。

1.GBGの 分離

7,月初め,IBMはGBG(ゼ ネラル ・ビジネス ・グ

ループ)を 独立 した子会社 として分離 ・独立させる方向

で検討を進めると発表,関 連業界に大 きな波紋をひき起

した。 これは,ス ポークスマンによれば,IBMが 事業

活動を行っている国々のカス トマーに対し,ど のように

すれば最上のサービスを提供できるよ うになるか,と い

う観点から行われるものであるという。

しか し,5つ の事業部門と合計10万 人の従業員を擁 し

IBM全 体の3割 近い50億 ドルを売上げる巨大部門,G

BGの 分離 ・独立が行われる真の理由はどこにあるのだ

ろうか。アメリカ史上2番 目の規模 といわれる司法省と

の独禁法係争一 最大規模のものは現在行われているA

T&Tと 司法省の係争である一 がらみで把えるという

のも一つの見方だ。シャーマン反 トラス ト法弟2条 違反

として企業分割 を求めている司法省は,こ の先2年 や3

年では決着がつきそうもない巨大係争で,被 告側がこの

ような動 きをみせたとすれば,示 談解決に応じる可能性

も十分ある。しかしながら,IBMが このような後向き

の理由から組織再編に手をつけるというようなことは,

今までの経緯からみて,考 えに くい。

GBGの 分離 ・独立は,IBMの 企業戦略の脈絡で行

われるものなのだ。IBMは,す でに中央集権化された

トップ・マネジメン トでは効率的 ・効果的な管理がゆき

届 きに くくなってい る。74年 に行われたWTCの 分 割I

BMワ ーール ド・トレー ド ・ヨー ロッパ/中 東/ア フ リカ

コーポ レーシ ・ン(E/ME/A)と,同 南 北アメ リカ

/極 東 コーポ レーシ ョン(A/FE)の 設 立一,そ し

て翌75年 のGBGの 設 立の延長 線上にあ る もの,そ れが

GBGの 独 立化計画 である。つま り,よ り効率的な企業

運営 を行い,高 い成長 を維持 しよ うとい うことであ る。

また,DPD(デ ー タ ・プロセシング 部 門),SPD

(シ ス テ ム ・プロダ クツ部門)の 大型 シス テムと,GS

D(ゼ ネ ラル ・シス テムズ部 門－GBGの 一 部門)の

小型 シス テムとい う主力製品 の二極分化傾向 か ら み て

も,GBGの 独 立 は早晩論 じられ る過程 にあったとい え

る。

GBGが ワール ド・トレー ド各社のよ うにIBM本 社

の100%子 会 社 とい うことにな ると,独 自の取締 役会 を

持つ ことにな り,ま7世 界21カ 国 に及 ぶ海外活動に も大

きな変化が起 きるこ とにな る。すでに 日本 アイ ・ピー ・

エ ムは,80年1月1日 をメ ドに小型機お よび事務機器部

門を別会社 として独立 させ る意 向であ ることを明 らか に

して いる。

2.OPDと 将 来のオ フ ィス市場

GBGの 中核的存在 と もい えるのがGSDで,シ リー

ズ/1,シ ス テ ム/3,32,34,5100,5110と い った小

型システムとこれ らに関す るプログラ ミングの世界 各地

での製品管理 と開発 およびアメ リカ国内での製 造,販 売

とサー ビス業務 を担当 してい る。 この部 門のIBM内 部

での位置づ けは最近 とみに高 ま ってい る。分散処理や コ

ンピュー タ ・ネ ッ トワークの進展 は,ミ ニコンピュータ

やSBC(ス モ ール ・ビジネス ・コンピュー タ)の 役割

を増大 させてい るが,こ れ らの製品群の強化 ・拡充 を進

めてい るのがGSDな の である。将来の情報処 理システ

一一18一
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IBM組 織 図(78年4月 現 在)

コー ポレー ト ・スタッフ

研究部門

GBG(ゼ ネ ラ ル ・ビ ジ ネ ス ・グル ー プ)

　

GSD(セ ネ ラル ・ン ス テ ム ス部ll`1)

GBG/ID(GBGfン ター ナ ン ヨナ ル 部 門)

GTG(ゼ ネ ラ ル ・テ ク ノ ロ ジー 部 門)

IRD(イ ン フ ォメ ー ン ヨ ン ・レ コー ス部 門)

OPD(事 務 機 部 門)

DPMG(DPマ ー ケ テ ィン グ ・グル ー プ)
.

L
DPD(デ ー タ ・プ ロセ シ ン グ部 門)

FSD(フ ェデ ラ ル ・ン ス テ ム ズ部 門)

FED(フ ィー ル ド ・エ ン ジニ ア リ ン グ部 門)

DPPG(DPプ ロ ダ ク ト ・グル ーープ)

[
GPD(セFプ ル ・プ ロダ ク ツ部 門)

SCI)(シ ステム ・コ ミュ=ケ ーーシ ョ ン ズ部 門)

SPD(シ ス テ ム ・プ ロ ダ クツ 部 門)

不動産および建設部門

[コ ・綱 子会・

ムのssエ ンジン、 を担 うのがSPD,DPDだ とすれ

ば,ssモ ー ターssを 扱 うの がGSDと い うことになる。

このGSDと の 結 びつ きを強 めつつ,今 後 の発展 に期

待 が寄せ られ ているの が 同 じGBGの 一 部 門,OPD

だ。OPDは,ワ ー ド ・プ ロセ シング ・システム,電 動

および磁気 メデ ィア ・タイ プライ タ,複 写機,口 述録音

機 な ど各種事務機 およびオ フ ィス ・シス テムの世界 各地

での製 品管理 と開発,お よびアメ リカ国内での製造,販

売,サ ー ビスを担 当 し,GBG各 部 門の中では最 も早 い

64年 に設 けられた。

今後の 巨大 市場 といわれるオフ ィス ・オー トメーシ ョ

ン市 場 を狙 って,ビ ッグ6と いわれ る各社・

Burroughs,EastmanKodak,Exxon,IBM,3M,

Xerox－ を始 め多 くの企業 が高度 システムの開発競争

を続 けて いるが,IBMで これを担 っているのがGSD

とOPDで あ る。GSDの 小 型 シス テムの機能拡充 が続

けられ るとともに,OPD製 品 との リンクが図 られよ う

としてい る。77年1月 にアメ リカで発表 されtオ フィス

・システ ム/6(日 本 では今年7月)は,技 術的には 目

新 しい ものは少ないが,ワ ー ド ・プ ロセシングとデー タ

・プロセ シングの統合へ 向けての製品で はないか と評 さ

れて いる。

ワー ド・プロセ ッサ1つ を とって も,OPDの 重 要性

は高ま ってい るわけだが,既 存製品 ラインが陳腐化 しつ

つ ある とい う問題 も抱 えている。例 えば,ボ ール ・プ リ

ンタの速度が他社 のデイジー ・ウ ィール ・プ リンタよ り

も遅 い(こ の ためQumeCorp.か ら55CPSの デZジ ー

・ウ ィール ・プ リンタをOEM購 入 して いる)と か ,15

万 台以上の設置が あるといわれ る磁気 カー ド装置の アッ

プグ レー ド ・パス を提供 しなければな らな くな ってい る

ことな どだ。また,プ ロフ ィッ ト・マージンが低下 して

いる ことも大 きな問題 とな っている。77年 の データをみ

ると,デ ータ ・プ ロセ シング事業 の営業利益率 が30%だ

ったのに対 し,OPDの それ はわずか9.4%に す ぎない。

15%以 上 だった といわれて いる73年 ごろ と比べ る とかな

りの低下 である。

GBGを 分 離 ・独立 させ ることで,将 来 のオフ ィス市

場制覇 に向けて小回 りの き く戦 略が展 開で きるよ うにな

るわけだが,同 時 にOPDに 対 す るテコ入 れ も必要 にな

っている といえるよ うだ。7月 半 ばにIBMはOPDの

トップ,JamesJ.Forese氏 を本社の アシス タン トトレ

ジャラーに据 え,報 道担当副社長J.RichardYoung

氏 を後釜にす るとい う人事 を発表 したが,業 界筋 や証券

アナリス ト達 は,こ れはForese氏 の 社内格付 けを1～

も

2ラ ンク下 げる降等人事ではないか との見方 をする者が

多い。財務畑を中心に歩いてきたFore8e氏 を し りぞ

け,営 業出身のYoung氏 を抜擢しtこ の人事がGBG

の独立化計画 と関連を持つ ものかどうかは明らかではな

いが,少 くとも,OPDの 現状打開に向けての動 きであ

るとみられる。

3.SPD分 割と新シリーズ

、エンジン、の開発 ・製造を担当しているのがDPプ
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ロダク ト・グルー プのSPD(シ ス テム ・プロダク ト部

門)で あ る。GBG独 立 化計画が発表 された 約1ヵ 月

後,今 度はSPDの 再 編 がアナウンス された。

これ は現 在のSPDを,大 型 ・超大 型 システ ムを担 当

す るDSD(デ ー タ ・システムズ部門)と,中 規模 シス

テムを担当す る(新)SPDに 分 割す るとい う もの。具

体的な区分 は,IBMに よ ればDSDが370/158～3033

お よ びこれ らの後継機,新SPDが370/148以 下 の シス

テムとい うことであ る。 この区分 は,最 近 その具体的な

姿 が論 じ られ るよ うにな って きたIBMの 次 期 シス テム

の 区分 と見事に一致 す る。 つま り,DSDは い わ ゆ る

、Hシ リーズ
、 を,新SPDは 、Eシ リーズ。 を担 当す

るとい うことだ。業 界筋 の推測す るFSの 姿 を,IBM

は組 織体制の変 化 とい うことで暗 に認 めた とい うことも

で きそ うだ。

ACT(AdvancedComputerTechniques)社 の レポ

ー トによれ ば
,Hシ リーズは303Xラ イ ンのグ レー ド ・

ア ップ ・バ一一ジ ョンで,Ho～H5ま で の モデルが予想 さ

れ,80年 第1四 半期 か場合 によって は79年 末 に も発表 が

行 われるか もしれな い とい う。 またEシ リーズ は,370

F位 機 種 の リプレースない しグレー ド・ア ップ ・モデル

で,Eo～E5ま で の6モ デル が 用 意 され,ま ず370/

115,125の グ レー ド ・アップ ・パスが本年末 か遅 くとも

来年 はじめには発表 され,上 位機種 も79年 第3四 半期 に

は発表 されるであろ うとい う。

この推測 が どこまで正 しいか は何 と も言 えないが,

SPDの 分 割 もGBGの 独 立化計画 と同 じコンテ クス ト

上にあ ることは確 かだ。分権化 された企業体制 とす るこ

とで,よ り効率的 な経営 を図 る とい うことであ る。調査

会社IN・UT社 は… 年後のIBMの 売上・槻 模を… ●

億 ドル以上(77年 売上げは181億 ドル)と 予想している

が,こ の間の成長を支え続けるためには,GM(General

Motors)やAT&Tの ような半ば自立性を持った子会社

の連合体 とした方が合理的になる。そしてこうした会社

形態の実現は,決 して司法省の勝利を意味するものでは

ない。IBMの 市場競争力を強化するものに他ならない

からだ。

(宗像糖葉 ・調査課)

ひ
Information&Management誌 ご 購 読 の お 勧 め

同誌は,IFIP(国 際 情報処理学会連合)の 一機関で あるIAG(IFIPAppliedInformation

ProcessingGroup)の 機 関誌で,年6回 発行 されています。IAGは,コ ン ビ=・一夕 ・ユーザー

のた めの グルー プで,当 協会 が 日本代表 として加盟 して います。

新た に開発 されたアプ リケーシ ョン ・システムに関す る情報の交流や,教 育 ・訓練のための教材

の提供 な どを目的 として編集 されてお り,ア プ リゲーシ ョン,技 法,事 例研究,ニ ュース,研 究

報告,書 評 な ど豊富 な記事が載 せ られています。情報処理 に携 わ る皆様 に とって役に立 つ もの と

信 じ,ご 購読 をお勧めす る ものです。

お問 い会 わせば調査課まで。 電話434-8211内 線538
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情報化に貢献の個人 ・企業など表彰

第7回 情 報 化 週 間 は じ ま る

全国37都市で多彩な行事を開催一

昭和53年 度情報化週間は,こ としで7屈 めをむかえ,

全国各地で多彩な行事や催 しが行われる。10月2日 に行

われた記念式典では情報化促進に貢献のあった個人,企

業等の表彰,ま た優秀情報処理システムの表彰,小 中学

生および高校生,一 般から募集した懸賞標語 ・作文 ・論

文の入選者に対する表彰などが行われた。

同週間には当協会 も 「'78生活 と情報化展」(東 京 ・

北九州)の 共 催 をはじめ,「 生活 と情報化」講演 と映画

の会,中 学生 コンピュー タ教室,高 校生 コン ヒ。ユータ ・

セ ミナー,情 報化 国際講演 ・討論会 を通 じこれに参加 し

た。

なお,記 念式典 で表彰 された個人,企 業,優 秀情報処

理 システムな どの内容 は下記 の とお りである。

情報化促進貢献個人(五 十音順)

伊藤 栄一 前 情報処理振興事業

協会理事

大島 正光 勧医療情報システム開

発センター理事長

小林 大裕 富士通㈱代表取締役社

長

白根 禮吉

● 谷澤 蜘

出川雄二郎

動電気通信科学財団理

事長

日本情報サービス㈱

代表取締役社長

日電東芝情報システム

㈱社長

藤本 和郎 ㈱ソフトウエア ・エー

ジー代表取締役社長

松田 武彦 東京工業大学大学院

総合理工学研究科長

三原 裕登 新日本電気㈱嘱託

永年に亘 り情報処理関係事業に従事し,特 に情報処理振興事業協会設立時よ

り,特 定プログラム委託開発及 び普及関係業務担当理事 として情報化の促進に

貢献した。

学界において永 く医療用電子機器の研究開発に尽力,現 職にあっては医療情

報システムの開発を推進,さ らに医療情報科学の国際交流に寄与した。

電子計算機の国産技術振興に顕著な成果をあげるとともに,情 報処理技術者

の養成に努め,さ らに,電 子工業,情 報処理振興各審議会委員を歴任する等我

が国情報産業の振興に貢献した。

電電公社本社データ通信本部普及開発部長として,ま た,現 職における財団

の運営活動等を通じ,一 貫してデータ通信技術,情 報化の普及,啓 蒙に貢献 し

た。

永年に亘 り情報処理サービス業に従事し,新 技術の開発,要 員の育成に努め

るとともに,θ 日本情報センター 協会の役員,産 業構造審議会専門委員 を 務

め,業 界及び情報化の発展に寄与した。 ボ

「新ゴンピュータシリーズ技術研究組合」理事長 として我が国電子計算機産

業の発展に指導的役割を果たし,ま た,㈱ 日本電子工業振興協会役員,情 報処

理振興審議会委員を務める等,広 く情報化の促進に貢献した。

我が国情報産業の草創期からソフトウエア産業に従事し,技 術の向上,後 輩

の指導に専心するとともに,θ ソフトウエア産業振興協会の役員を歴任し,我

が国ソフトウエア産業の発展に寄与 した。

経営の意思決定におけるコンピュータの活用手法の啓蒙,普 及に尽力すると

ともに,産 業構造審議会委員及び多 くの学会の役員を歴任し,我 が国情報化の

促進に貢献 した。

永年に亘 りデジタル伝送技術の開発及び普及,発 展に尽力 し,ま た,電 電公

社在職中にあっては,全 国的データ伝送回線の建設を推進 し,我 が国データ通

信の発展に貢献 した。

一一2k一



ノIPI)ECジ ャー ナ ル

情報化促進貢献企業 ・団体(五 十音順)

朝日放送㈱

大阪商工会議所

大阪商船三井船舶㈱

商工組合中央金庫

㈱中国計算センター

㈱電算システム

東京急行電鉄㈱

㈱日本経営協会

㈱日本長期債用銀行

日本電気㈱

簡易保険業務

総合機械化開発グループ

文字情報システムの新 しい形態であるフラッシュインフォーメーシ ョンシステムを開

発,生 活映像情報システム開発の実験に積極的に参加,成 果をあげる等情報化の進展に

貢献した。

中小企業のコンピュータの共同利用 と情報の収集,提 供の推進により,中 小企業の経

営の合理化に資するとともに,隣 接県,商 工会議所間のコンピュータ共同利用を促進,

地域の情報化の基盤づ くりに寄与 した。

同社の営業活動に伴 って発生する膨大かつ複雑な情報を効果的に処理するため,デ ー

タベース技術,TSS技 術等を駆使 した総合的経営情報システム,船 積書類自動作成シ

ステムの開発等を実施,海 運業の情報化の推進に寄与 した。

マルチ ドロップ方式の先駆的採用等独創的,経 済的な全店舗オンラインシステムを完

成,経 営の合理化,省 力化を実現するとともに,利 用者サービスの向上を図り,ま た,

中小情報処理産業の資金供給 を通 じ情報化の促進に貢献 した。

計算サービス等を通 じて自治体の情報化に貢献するほか,民 放,地 場証券関係業務等

竃 ㌶ 歴 的に翻'ま た'オ ンライン化にも先鞭をつける等地域の情報化の ●

地元中小企業及び金融機関の共同出資による共同情報処理センターとして,独 自のソ

フトウエア開発に努め,多 様なニーズに対応し,中 小企業及び地域の情報化の推進に貢

献した。

駅業務 と旅客輸送に関する高度の トータルシステムを開発し,利 用者のサービス向上

に努めるとともに,運 転保安のための高度なシステムを開発する等業界の情報化に貢献

した。

ビジネスシ ョウ等各種展示会の開催,セ ミナーの実施,調 査,研 究,出 版活動等によ

り情報化の普及,啓 蒙に努め,ま た,情 報処理教育や情報処理研究交流の機関としての

役割を果す等広 く情報化の促進に貢献した。

情報処理振興金融措置創設以来,情 報処理産業の事業効率化,ソ フ トウエア開発のた

めの資金の円滑かつ適切なる供給を行い情報処理産業の振興に基礎的な貢献があった。

保有契約件数5,000万 件以上という膨大な量を有する簡易保険事業について,保 険料

受入票からの直接入力,端 末設置局への処理機能分散等を図ったオンラインシステムの

基幹を開発,そ の効率化に貢献 した。

優秀情報処理システム(五 十音順)
σ

オムニパ ックスシス 沖電気㈱

テム 電子通信事業部

高性能銀行オンライ

ンシステム

㈱イ ンテ ック

大容量映像情報検索 広島大学原爆放射能医

システム 学研究所

地域気象観測システ

ム

気象庁観測部

社内通信量の多い企業における全国各支店のPBXと 電電公社の

専用線を結び,主 として電話 とファクシ ミリの交換を行わせるシス

テムであ り,通 信費の節減及び回線の効率的使用に寄与した。

経済性に優れ,機 能のモジュール化により柔軟性に富む高性能銀

行業務総合オンラインシステムであり,銀 行業務の合理化及び我が

国情報処理産業の海外活動の先鞭として寄与 した。

18万件以上にのぼる膨大な原爆関係資料を会話型ディスプレ/で

即時に検索するシステムであ り,技 術的にも優れ,デ ータの有効活

用と研究活動の効率化に貢献 した。

全国1,300ヵ 所の気象状況を,オ ンラインによる自動遠隔観測

方式により,常 時観測するシステムであり,特 に異常気象に対 し,

迅速,正 確な予報,警 報が可能 とな り,人 命の安全確保,災 害の防

止等に貢献 した。
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日本科学技術情報 セ

ンター オ ンライ ン

情報 シス テム

日本旅行QR-2

シス テム

MELAS臨 床検査 自

動化システム

レス トランPOSシ

ス テムDUCOS

日本科学技術情報セン

ター

㈱日本旅行

㈱保健科学研究所

日本 フー ドサー ビス㈱

410万 件の蓄積情報からキーワー ドと分類を用いた極めて簡便な

端末操作によ り即時検索が可能なシステムであり,効 率的な研究開

発活動の促進に貢献した。

顧客需要に応 じ,ホ テルの宿泊予約等各種予約照会に即座に対応

する全国的なオンラインシステムであり,顧 客サービスの向上を図

るとともに,簡 便かつ多目的利用が可能な端末の開発等情報処理技

術の向上に寄与した。

膨大な血液,尿素の検体 と各種分析装置か ら直接データ入力 し,質

の高い安定した検査結果を即 日に得られるシステムであり,能 率の

向上,ミ スの排除等の成果をあげ,保 健科学の情報化に貢献した。

チェーン店形式のレス トランの材料仕入から配送に至る管理を一

貫 しtプ ログラムで行う本格的POSシ ステムであり,同 業及び他

の中小企業の近代化,EDP化 に先導的役割を果した。

●
標語 ・作文 ・論文入選者 (佳作は五十音順)

標語

特

任

佳

佳

佳

選

作

作

作

作

情報を 明るい未来の かけはしに

情報化 活かす主役は 私たち

情報が ひらく暮 しの 新分野

確かな情報 豊かな社会

ぼくは コンピュータとお話 しをしてみたい

黒 木 郁 雄(中 学生)

後 藤 俊 夫(会 社員)

佐々木 武 志(自 営)

南 英 市(自 営)

渡 辺 淳 史(幼 稚園)

作文

特

佳

佳

佳

佳

選

作

作

作

作

二つの面 をもったコンピュータ

時代 と情報

情報と分析の空間

情報化時代の生き方

コンピュータ実用化 と心のふれあい

千代田区立小川小学校6年

神栖町立息栖小学校6年

葛飾区立常盤中学校3年

葛飾区立常盤中学校3年

千葉市立葛城中学校1年

太

き

厚

子

子

ゆ

砂

隆

み

美

佳

川

原

藤

沢

野

谷長

石

遠

中

浜

● 論文

特

佳

佳

佳

佳

佳

選 生活 と情報化

一 私たちの生活 とコンピューター

作

作

作

作

作

情報化社会の独 り言

界隈空間における地域情報交流の必要性とそ

の拡充展開策について

コンピュータ人間の時代～生活 と情報化の望

ましい関係～

生活の情報化 「家庭における情報システムに

ついての一考察」

コンピュータ船の建造 とその運用による情報

網の災害時バックアップシステムに関する提言

岐阜県立大垣商業高等学校2年

コ ン ピ ュー タ 部 〃

〃

主婦

地方公務員

会社員

会社員

会社員

〃

、

子

子

代

り

子

美

三

ど

純

富

二

み

良

中

村

田

岡

藤

田

西

羽

松

安

市 原 樟 夫

梅 谷 徹 哉

小 林 岩 井

安 田 進
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貸付対象のソフ トウエアおよび

技術援助を対象としたシステムの紹介

当協会では,情 報処理の高度化,効 率化をはかるため汎用性の高い各種システムおよびソフ

トウエアの研究開発な らびにそれ らのソフトウエアの内容を充実し,広 く一般の利用に供する

とともにシステムによっては,技 術援助,コ ンサルティング等 も行っている。

それ らのソフトウエアおよびシステムの中からシステムの概要,貸 付方法,貸 付価格等につ

いて紹介する。

■貸付対象のソフトウエア

.〒-『-一 ・ ・.・ 一 一 「 」 .一

ソ フ トウ エ ア名 概 要

統計集計プログラム ・ 統計表を簡単な問題向き言語で作成することができるジェネレー ト形式のシステムで,専 門プログラ
ジ ェ ネ レ一 夕 マなしに統計表作成を容易に,し かも迅速に行 うことができる。

(STAGE) 稼 動 機 種:HITAC-8300UP,ACOSシ リー ズ77,NEACシ ス テ ム600/700,TOSBAC-5600

デ ー タ ・チ ェ ッ ク ・プ ロ データ ・チェックおよびエラー ・データに対する自動修正(択 一修正,定 値修正等)を ,簡 単な問題
グ ラム ・ジ ェ ネ レー タ 向 き言 語 で 行 う こ とが で きる ジ ェネ レー ト形 式 の シス テ ムで,デ ー タの 論理 的 な チ ェ ッ ク ・ ミス の大

(DATACHECK) 幅 な 減少,チ ェ ック ・プ ロ グ ラ ム作 成 のス ピ ー ド ・ア ップ が は か れ る。

稼 動 機種:HITAC-8300UP,ACOSシ リー ズ77,NEACシ ス テ ム600/700

ライ ンプ リ ンタ に よ る 統計情報を入力することにより,そ の値ごとに異なる文字でぬ り分けた非常に見やすい図(分 布図,

図表作成システム 等高線図など)お よびグラフ(棒 グラフ,折 れ線グラフなど)等 をラインプ リンタで作成す るシステ

(VIST) ム で あ る。

稼 動 機種:HITAC-8300UP,ACOSシ リー ズ77,NEACシ ス テ ム600/700

汎 用 マ ー ク ・カ ー ド編 簡 単 な パ ラメ ー タ(マ ー ク ・カ ー ドの 様 式 お よ び出 力 様 式 の 指 定)に よ り,複 雑 な マ ー ク ・カ ー ド ・

集システム データを入力し,磁 気テープへ変換する汎用マーク ・カー ド編集 システムである
。

(COMCES) 稼動機種:HITAC-8300UP'

プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト ・ プログラム ・テス トにおけるテス ト・データの作成 を自動的に行い,そ の作業稼動能力をあげるシス

デ ー タ ・ジ ェ ネ レ ー タ テムで,希 望するテス ト・データを容易に短時間で得 ることができる
。

(PRO-TEST1) 稼動機種:HITAC-8300UP
、 ●

1

t

㍍

貸 ・ について `

利用期間により長期,月 単位および短期貸付の3通 りの方法があ り,ユ ーザー一}C適した利用法が選べる。

〔

貸 付 の 種 類 貸 付 期 間 基本指導サービス 貸 付 物 件

長 期 貸 付1・ 年 単 位1 56時 間 以 内
. ●オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ロ グ ラ ム

、

●解 説 書

●操作説明書

月 単 位 貸 付11力 騨 位]28騨 以 内

短 期 貸 付1・ 日 単 位 7時 間 以 内

(基本指導サービス時間は,ソ フ トウエアによ り異なる。)

(注)プ ログラム ・テス ト・データ ・ジェネレータに関 しては,情 報処理振興事業協会の規定に従って貸付を行 う。
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ラ貸付 格とマニュアル について

＼

ソフトウエア名

項 目 ソフ トウェア標準貸付価格(単 位:千 円)

舗 鞠 は靴貸劇 舗 鞠

マニュアル価格(単 位:円)

一 賛 助 会 員 一

3,i厄

般

統計集計プログラム ・ジェネレータ
(STAGE) 2,300 130 43

解説書 3,900

操作説明書1,700 2,000

デ ー タ ・チ ェ ック ・プ ログ ラ ム ・ジ ェネ

レー タ(DATACHECK) 2,000 110 37

一 ・『 一.

解 説 書3,100
-一.

3,600

操作説明書1,500 1,800

ラインプリンタによる図表作成システム

(VIST) 1,650 100 34
解説書2,600 3,200

操作 説明書1,800 2,200

汎用マーク ・カー ド編集システム
(COMCES) 840 50 17 解説書2,500 2,100

プ ログ ラム ・テ ス ト ・デ ー タ ・ジ ェ ネ レ
ー タ(PRO-TEST1) 800 40 1セ ッ ト5,000 5,000

■技術援助,コ ンサルティング等を対象としたシステム

シ ス テ ム 名 概 要

コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト 当協 会 の コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム は,異 機 種(第1バ ー ジ ョンはFACOM-230/60,

ワ ー ク シ ス テ ム NEAC-2200/500,HITAC-8450 ,第2バ ー ジ ョン はFACOM-230/75,ACOS77NEACシ ス テ ム

700'HITAC-8450)を 結 合 した イ ンハ ウス ・シス テ ムで あ るが その 構 成 は 広域 の 分散 型 リソ ー ス ・

シ ェ ア リン グ ・コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クの モデ ル を 目指 した もの で あ る
。

日本語情報処理
システム

日本語情報処理システムは,カ タカナ入力漢字かな湿 り文出力方式およびそれを応用した日本語情

報検索システムの2つ からな り,カ タカナ入力漢字かな混 り文出力方式は,日 本語情報をカタカナけ

ん盤を用いて入力操作を行い,カ タカナ ・コー ドで情報の蓄積などの処理をし,出 力をカタカナ漢字

変換処理により漢字かな湿 り文で提供する。また,日 本語情報検索システムは漢字入出力装置を用い

てオンライン会話型で漢字モー ドの日本語,い わゆる漢字かな湿 り文記述の文献情報検索を目指した

もの で あ る。

オンライン文献検索シ
ステム

オンライン文献検索システムは,文 献の書誌的事項(項 目,デ ィス クリプタ,著 者,書 誌事項および

アブス トラクト)を データ ・ベースとする会話型のオンライン文献検索システムで,キ ーワー ドの組

み合せと数種類のコマンドを併用し,試 行錯誤的に目的 とする文献の検索を目指したものである。

汎用グラフィック言語 汎用グラフ ィック言語は,当 協会で開発したグラフィック ・オペレーティング ・システムの下で働 く

FORTRAN言 語 をベース とし,そ れにグラフィック特有の機能を追加して開発したプリプロセッサ

形式の汎用グラフィック言語で,グ ラフィック ・アプリケーション ・プログラムの作成 と実行を容易

にすることを目的としたものである。

技術援助,コ ンサルティング等の 容について

●技術援助

設計のための基礎調査 システム設計,.プ ログラミン

グ等の作業を引 き受ける。

●共同開発

当協会の職員がプロジェクトに参加 して開発を行 う。

●教育 ・指導

構築,運 用に当る人達に対する教育 ・指導を行 う。

マニュアル価格について

●調 査

各システムの技術的な調査を行 う。

●コンサルティング

各システムの構築等に関する諸々の相談に応 じる。

＼ 、 項 目
馳、
、ヘ

シス テム 名

●

マニュアル価格(単 位:円)

賛 助 会 員 一 般

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー

ク ・シ ス テ ム
解説書3,800 4,400

日本語情報処理 システム 解説書2,900 3,400

オ ンライン文献検索システ
ム 解説書1,400 1,600

汎 用グラフィック言語 解説書2,400 2,800

お 問 い合わせについて

システ ムの詳 しい内容,ま たはソフ トウエ アにつ きま

しては下記 まで ご連絡 くだ さい。

当協会 開発部(03)434-8211内 線(205)
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一

窓

夕

の

ンセンコイマ

マイクロ コン ピュー タ振興 セン ター(略 称MCC,マ

イ コンセンター)で は,マ イク ロコン ピュータの普及及

び利用開発の促進 と関係業界の振興 を図るために,広 く

特別会員 を募集す るとと もに,今 後次 の委員会等 を設置

してマイク ロコンピュー タに関す る諸問題 につ いて研究

及 び調査 を行 うことにした。

(1)基本 問題委員会

関連業界の連携,協 力体制の促進 を図 るナこめに必要 な

基盤 の整備 に関す る問題 を研究 す る。委 員には学識経験

者,メ ーカ,ユ ーザ及び シス テムハ ウスか ら選定 し,本

年度6回 の開催 を予定 してい る。

なお,関 連業界 との連携 を図 るた めに連絡会議 を設置

し,6・7月 と3回 開催 したが,今 後必要に応 じて随時

開催す る予定 である。

(2)応用 技術調査委員会

マイ クロコンピュータの応用 に関す る将来動向,技 術

水準に関 して調査す る。委員に は,学 識 経 験 者,メ ー

カ,,ユ ー ザ及 びシステムハウスか ら選定 し,本 年 度5回

の開催を予定 している。

また マイ クロコン ピュータに関す る図 書を整備 す る。

(3)プ ロジェク ト委員会

本年度 は,マ イク ロプ ロセ ッサ応用機器のハー ドウエ

ア,製 品検査,保 守等 に最適 なマイク ロプロセ ッサ シス

テ ムアナ ライザーの開発 を行 う。委員に は,学 識 経 験

者,メ ーカ,シ ステ ムハ ウス及 びユーザか ら選定 し,本

年 度5回 の開催 を予定 してお り既 に2回 の委員会 を次 の

とお り開催 した。

o第1回 委 員会

日時 昭和53年8月10日(木)14:30～19:00

場 所 機械振興会館会議室

議題 システ ムアナライザーの開発公募に必要 な提

案要領及 び委託説明書に関す る検討

o第2回 委員会

日時 昭和53年8月14日18:00～21:30

場所 機械振興会館会議室

議題 システムアナライザーの公募要領の全体的な

検討

なお,応 募は8月31日 で締切 り,応 募 された提案書で開

発目的にそったものについては,9月 初旬に提案者に対

する面接を行い,審 査の後9月 中旬に委託先を決定する

予定である。

(4)利用研究会

マイクロコンピュータに関する最新情報の紹介,研 究

会,講 演会及び視察見学等を行 う。本研究会の企画,資

料編集等の運営を円滑に図るため,原 則としてマイコン

センターの特別会員で構成する実行委員会 を設置する。

なお,本 年度は,8回 の開催を予定してお り既に2回

の会員例会を,次 のとお り開催した。

○第1回 会員例会

日時 昭和53年6月29日(木)13:30～16:30

場所 機械振興会館会議室

テーマと講師

①製品紹介 「M-200大 型コンピュータ」

について

富士通㈱電算機第1技 術部第2設 計課

永野元造氏

② 「マイクロコンピュータ産業」の取材にあ

たって

企業は産業電子化の先兵 としてマ・fクロコ

ンピュータをいかに考えているか

日本経済新聞社 ・山崎一民氏

o第2回 会員例会

日時 昭和53年7月26日(水)13こ30～16:30

場所 東京郵便貯金会館会議室

テーマと講師

①製品紹介 「マイクロコンピュータ16bit

8086」 について

インテル ・ジャパン㈱ プロダクト・マーケッ

テ ィング 知名定清氏

②講演 「'78NCCに 参加 して」

三菱電機㈱計算機製作所端末システム製造

部 次長 井上幸美氏
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情報処理研修センター研修講座のご案内

システム ・エ ンジニ ア ・コース

本 コースの 目的 は中堅情報処 理技術者一 システムズ ・

エンジニア,シ ニア ・プログラマーの養成 にあ ります。

●研修期間 昭和53年10月12日 ～昭和54年3月23日

(毎 週月曜 日～金曜 日,計20週 間)

●研 修時間9:30～16:30

● 研 修 料42万 円(含:教 材費,2泊3日 の合 宿宿泊

費)

● 研修内容

●講座(講 義 ・演 習)一 約220時 間 一

▲ コンピュータ ・システム講義群

講義内容 プログラム基礎,コ ン ピュー タ ・アーキテ ク

チ ャの現状 と将来,デ ータ構造 とファイル ・シ

ステ ム,プ ログ ラムの構造 と設 計法,プ ログラ

ムの見積 りと生産管理,プ ログラム技法,コ ン

ピュータ ・シス テム評 価,処 理方式 の設計

▲ ビジネス ・システム講義群

講義 内容 シス テム基礎,経 営 と情 報,企 業会計,コ ミ

ュニケ ーシ ョン技法,シ ステ ム設計,シ ステム

の開発 と運用,情 報 システムの実例,シ ステム

設計 実務

▲マネ ジメン ト ・サイエ ンス講義群

講義内容 マネ ジメ ン ト・サイエンス基礎,シ ミュレー

シ ョン,線 形計画法 と最適化法,ネ ッ トワーク

分析,順 序 づけ問題,マ ネ ジメ ン ト・サイエ ン

ス応 用

●ケース ・スタデ ィ(含:合 宿研修)一 約90時 間一

実務 で遭遇 するシステム設計,プ ログ ラム設計上

の さま ざまな局面 をと りあげ,「 問題提示 →検討

→解決案作成→発表」 とい うス タイルで
,問 題 点

を小 グループでの討論 を通 して,対 象 に即 した形

で解決 して い く。

●課題研究一約200時 間 一

本 コースのハイ ライ トともい うべ きこ の 部 門 で

は,3～6名 の グルーープを一つの単位 として,同

一のテーマにアプローチ。グループにはそれぞれ

担当講師がつき,徹 底した個人的指導を行 う。延

べ200時 間にわたる共同研究を通 じて,意 見の主

張 ・衝突 ・調整一討論と協調を繰 り返 しながら講

議,演 習,ケ ース ・スタディで身につけた知識 ・

技法を駆使し,応 用 しつつ,問 題解決に各人が総

体的に取 り組む姿勢を啓発 し,酒 養する。

※課題研究テーマ例(過 去の実例)

●目標計画法による目標分析を中心とした最適化手

法

●予測モデルを中心とした対話型モデル ・ビルディ

ング・システム

●計画システム・ジェネレータ

●会話型統計解析システム

●SAMOS-VSオ ペレーティングシステムの開

発

●自動流れ図作成 プログラム

●フローチャー ト言語FL/1の 設計と試作

●応募方法

治申込方法:当 センター所定の受講申込書(別 途 ご請求

下 さい)に 必要事項をご記入の上,ご 郵送ま

たはご持参 ください。

治お申し込み ・問い合わせ先

本件に関するお申し込み,お 問い合わせば下

記宛にお願いいたします。.

〒105東 京都港区浜松町2丁 目4番1号

世界貿易センタービル7階

側旧本情報処理開発協会情報処理研修センター

電話03(435)6513,6514
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i・ 会 員 サ ロンi

デ ー タバ ン クの 発 展 と と もに

い ま もってハ ー トが縮 む 毎 日… …

株式会社市況情報センター

取締役システム本部長

赤 司 正 記

「昨年の春,新 聞冠者から現在の仕事に商売替えをさ

せ られた私は,当 座半年 ぐらいのあいだ,情 報 とか情報

革命 といった文字を新聞,雑 誌でみかけると,キ ュッと

心臓が縮む思いがしたものだ。」 これはちょうど10年前

昭和43年 はじめ,「 新聞経営』 という雑誌に 「新聞社に

おける電子計算機利用の将来」の題名で書いた小文の一

節である。当時私は,日 本経済新聞社で,15年 余の新聞

記者の足を洗い,新 設された電子計算磯部の部長に就い

てまだ1年 経っていないときであった。 コンピュータを

活用 した新しい情報産業,そ れ も当時すでに定着しつつ

あった情報処理サービスでな く,情 報提供サービスを,

事業 として何 とか生み出したい,し かも多 くの人が,口

を開けば,そ うした情報提供サービス事業が社会活動の

重要な部分を占める情報化社会の到来必至 といっている

のに,「 問題の重要さはわかるが,自 分の問題 としてど

う整理し,ど う対処していったらいいかが,自 分に納得

できるかたちで的確につかめなかったから」(冒 頭の小

文に続 く文章)情 報 といった言葉をみると,誰 かが自分

より先に,何 か考えをまとめ,企 業化したの で はな い

か,ざ っくばらんにいえば,誰 かに先を越され る不 安

で,心 臓が縮む思いがしたのである。

その1,2年 後になっても,私 はある対談で,「1人

当 りのGNPが1000㌦ だ2000㌦ だという経済 の段 階 で

は,デ ータ・バンクをつ くって,そ れがコス トに見合 う

値段で売れる,採 算が合 うとい う形にはならないんじゃ

ないか」 とか,「 とにかく1人 当 り所得2000㌦ の経済の

中で実感をもって考え得る範囲とい うのは,せ いぜい所

得3000㌦ の経済にかけての変わ りようくらい な ん で す

ね。あとはアメリカの例なんかを見て5～6000㌦ の経済

を漠然と想定する。おそらく情報化社会のいろいろな花

が咲 き,大 きな変化が起 きて くるのは,も う一つその先

にあると思 うのです。」 と語 っていた。東大の大須賀助

教授の表現を借 りれば,水 と安全 と情報は無料だと考 え

られている世界的な常識からは珍 しい国である日本で,

情報を商品 として認め,そ れに代価を支払 う需要層がど

こにどれだけ存在 しているかを尋ねあ ぐねている者の悲

鳴だったといって もよさそうだ。

そして今,1㌦200円 で換算 してみてもわが国の1人

当 りGNPは8000㌦ を上回っていよ う。10年 前には描 き

きれなかった情報化社会の諸様相が,極 めてクリアにな

っているはずなのに…… もちろん石油シ ョックによる物

価上昇,こ の1年 の急激な円高などがあって,10年 前の

価格ベースと円 ・ドルレー トでは,ま だ日本の1人 当 り

GNPは4000㌦ にも達していないだろうから,見 通 しの

悪 さを嘆 くにも当るまい。tだ,こ の10年 間,コ ンピュ

ータを活用 した情報提供サービスの事業化に もっぱら努

力してきt者 にとって,こ の10年 の変化 は大 きかった。

市況情報センター(QUICK)と いって も,証 券市場や

外国為替市場あるいはオンライン ・コンピュータ・シス

テムに関心を持つ人でないと,知 る人はまだ 少 な い だ

ろう。何せ,46年10月 に設立,49年 秋から業務を開始 し

たばかりの会社である。だがこの会社は,日 本 で最 初
ロ

の,最 大の,そ して恐 らく唯一の,新 しい意味での情報

提供サービス専門会社である。その最初の事 業 で あ る

QUICK(英 文社名の頭文字をとったもの)ビ デオー

1サ ービスは,全 国からさらに香港まで,5400台 の ビデ

オ端末機を配置し,東 京,大 阪証券取引所のコンピュー

タ ・.システムと連動して,オ ンライン ・リアルタイムの
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ンロサ員会●

株価情報 を提供 している。東西2ヵ 所のQUICKコ ン

ピュー タ ・センターに対す る端 末機 か らの情報 問合 わせ

件数 は550万 件 を上回 って いる。

QUICKビ デ オー1サ ー ビス は,私 が 日本経済新 聞

社 時代 に手掛 けていた事業の うちの1つ が別会社 として

企業化 された もの だが,日 本経 済新聞社 では,NEEDS

(NIKKEIECONOMICELECTRONIC

DATABANKSERVICE)の 名 で,日 経 が取材 し,加

工 した企業財務 データ,マ クロ経済 デー タ,エ コノメ ト

リック ・モデル,分 析 ソフ トウエ ア等 をTSSで,あ る

いは磁気 テープ等 で提供す るサ ービスが事業 として確立

し,最 近 では新聞 ニュース を中心 とした文章 情報 の検 索

サー ビスを開始 した。

市況情 報セン ターで も,外 国為替 市場の情 報を リアル

タ/ム で提供す るサー ビス(QUICKX-300)各 家 庭

に簡易な端末機 を持 ち込 み,電 話器 を使 って リアル タイ

ムの株価 をコンピュー タに問い合 わせ るサー ビス(QU

ICKホ ー ム プリンター)を 事業化 し,株 価情報につい

て も,ビ デオ端末機に グラフを表示 し,ニ ュース をまず

見 出しで表示,必 要な本文を検 索 し,こ れには漢字かな

交 り文 を使 うとい うシス テム(QUICKビ デオーH)も

開 発 した。新 しい情報提供サー ビスを先進的 に開拓 して

きた日経 グルー プの ほかで も,科 学文献情報,特 許情報

な どの分野で シス テム化がいわれ,ま た,い わゆる計算

センターが 内外の デー タ ・ベースを装備 し,情 報処理サ

ー ビス と情報提供サー ビスの一体化 をはかる動 きも
,各

所 で進んでい る。

今 日,た だいまの この状況 を,はtし て10年 前 に予想

していただろ うか一 最初 に書 いたよ うに,ば くと して

雲 をつかむ思いだ った反面,当 時書 き散 らしたレポー ト

類 を読 み返 してみ ると,タ イム ・ス ケジュールに違い は

ある ものの,現 状 はほぼ"読 み、の うちにあ ったよ うに

も思 えて くる。 もっともそれは証券市場でよ く使 う後講

釈(あ とご うしゃ く)に 近 い ものだ しQUICKホ ー ム プ

リンター(事 業 としてはまだ未成 熟だが)の よ うに,コ

ン ピュー タ端 末機 を こうも早 く一般家庭 に持 ち込 む こと

な どは考 えて もいなかっtか ら,10年 間 の情報産業進展

のテンポは,予 想外 に早か った とい えるのか も し れ な

い。QUICKビ デオー1サ ー ビスが,こ れだけ急速 に拡

大,定 着 した ことも,証 券 ・金融 界はじめ各界の御支援

があ ったれば こそだが,希 望的観測 を越 える予想外 の こ

とであ った。

その反面,情 報を商品 と認 め,そ れに代価を支 払 う需

要が,こ の10年 で急速 に拡が ったのか とい えば,や は り

首 をか しげ る。情報 は,そ れが 「特 殊」情 報,「 秘密 」

情 報で,そ の情報 を利用 してす ぐ金 もうけがで きる可能

性 を認 めた とき代価 を払 うとい う伝統的考 え方 が,底 流

か ら変 わった とは,と て も考 えられない。情 報化社会 を

支 える情報産業 の提供す る情報の価値の主軸は,そ んな

ものではな いはず だが,QUICKサ ー ビスの場合 も,情

報 その もの でな く,文 字通 り情報提供の迅速性(そ れ も

セールス ・ポイン トの1つ だが)に だけ代価 を払 って頂

いてい るのではないか と思 うことも,し ば しばであ る。

10年 間 とい う時間,そ してその 間あ ちこち壁 に頭 をぶ

つ けなが らもがいて きた ことは,そ れな りの 重 み が あ

る。10年 前 の私 と違 って,今 の私 は,こ れか らの10年 の

展望 がで きるよ うな気 になっている。 その展望 は数値や

グラフで描 ける種類 の展望 で もな けれ ば,展 望通 りに事

態 が進 む と考 えているわ けで もな い。10年 間一 とい っ

て も事実 は5年 程度 であろ うが一 に起 りそ うな ことの

範 囲が ほぼ読め るつ もりにな って いる とい うことだ。 こ

んな小生意気 な ことをいえば,気 楽で いいね,と いわれ

そ うだが,新 聞,雑 誌 を開 くとき,し ばしば心臓の縮 む

思 いをす るのは,10年 前 とちっ とも変わ らない。 ただそ

の引 き金 となる言葉 が,デ ータ ・ベ ース とか,コ ンピュ

ー タ ・ネ ッ トワーク とか テレテキス トとか,多 少具体 的

で,当 節 はや りの言葉 に変わ った だけであ る。

因果 な商売 に足 を踏 み入れ た ものよ,と 思 う反面,こ

の事業 がまだまだ未知の領域,供 給 が需要を作 る,し た

が って創意 と努力で開 けるフロンティアを持つ領域で あ

り,こ の10年 の展 開はめ ざま しかった といって も,ま だ

幼年期の事業 だ と思 うと,気 力 の充実 をお ぼえる。 ただ

願わ くば,JIPDECの 皆 様方のよ きア ドバ"tス と御支援

で,心 臓の縮 む回数の減 るよ うにな りたい ものであ るg
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◇前会長植村甲午郎氏死去

当協会の前会長植村甲午郎氏は,か ねて病気療養中の

ところ さる,8月1日 逝去 されました。 ここに生前の御

指導に感謝するとともに,衷 心か ら御冥福を祈 ります。

同氏は昭和43年 から6年 間にわたり経済団体連合会の会

長を務められ,昭 和49年 からは同名誉会長に就任のかた

わら,昭 和51年3月 より53年3月 まで当協会の会長を務

められた。

◇昭和53年 度第2回 賛助会員例会

日本電子計算機㈱技術課長 田口孝弘氏 を講師 に 迎

え,下 記のように賛助会員例会を開催 した。

○日 時

o場 所

○テーマ

昭和53年9月20日(水)14:00～16:00

機 械 振興会館

「宮城県 沖地震 に 学 ぶ コンピュー タ安全対

策」

◇昭和53年 度第1回 シンポジウム開催

8月2日,3日 両 日,機 械振興会館でシンポジウムが

開催 された。

テーマ:デ ー タベースその効用 と発展性

参加人数:約40名

◇海外調査団派遣状況

当協会では海外の情報処理の現状 と動向を調査するた

め8月 下旬から10月下旬にかけて米国,欧 州などに下記

のとおり海外調査団を派遣した。(一 部予定)

名 称 己 査 先 已 間

コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー

シ ョン海 外 実 態 調 査 団 英国,西 独,仏
9月 初旬
～下旬

分散型 リソース処理技術の研
究開発調査

米 国,仏,西

独,英 国

8月 下旬
～9月 中旬

ネ ッ トワー ク ・ユ ー テ ィリテ

ィの 現 状 と動 向 に 関 す る調 査
米国,仏,英 国

8月 下旬
～9月 下旬

INFO'78参 加 と米国情報処理

実態視察団
米国

10月 中旬
～下旬

◇ビデオ ・プリントの頒布について

当協会で作製 した映画フィルムにつき,ビ デオテープ

による頒布の ご希望が寄せ られてお りますので下記のと

お りビデオ ・プリントの頒布価格を設定しましたのでご

利用下 さい。

%
イ
ン
チ

賛会助
員

43,000円

辰 47,999円

当 藁葺
享 辰

39,000円

42,000円

左記の料金は1回 の注文の場

合の1本 当りの単価。

お問い合わせば当協会技術課

(・・)434-82・ ・ 内線(525)●

ま で 。

,
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報告書,映 画,ス ライ ドのご案内

◇52年 度事業報告書

欧米のデータベース ・サービスー海外調査員報告一

海外の情報産業

*総 合貿易情報システム調査報告書(VI)

*国 際情報ネットワークに関する調査研究報告書

オンライン需要調査報告書

オンラインシステム振興に関する基本意見調査報告 書

*シ ステム監査の現状 と問題点

一情報化社会の健全なルール確立をもとめて一

マイクロコンピュータの養鶏および

鶏卵管理システムの応用に関する調査研究

分散型 リソース処理技術の研究開発
'77情報化国際講演 ・討論会

貿易情報 システム化の話

コンピュータ・セキュリティ関係資料要訳集

※上級情報処理技術者育成指針(第1部 ～第3部)

分 類 番 号

52-ROO1

52-ROO2

52-ROO3

52-ROO4

52-ROO5

52-一 ・ROO6

52-ROO7

52-ROO8

52-SOO1

52-EOO2～EOO4

価 格

2,500円

・在庫 な し

1,600円

3,500円

1,800円

3,200円

2,500円

2,800円

6,500円

1,600円

900円

1,400円

12,000円

映 画

頒 布 価 格
題

一… 仕 様 一 昨 助会員

蓼 営とコンピユ「16%カ ラー27h'i";・1・⇒ 輌 円

竃1タとソ艦i:繊:::輪:1
私tち の情 報 戦 略16%カ ラー25分118,000円108,000円

聖 〔 ⊇1-i・ 励 ・一ひ12・,… 円111・ … 円

通 ルギ　と繍16%カ ラー・・分126,… 円li1・,… 円

型 夢ちとコン引16%・ ・一・・分1・5,… 円 ・7,… 円

;9ピ ユ一夕のあ116%カ ラー・・;1・6,… 円1・8,・…

貸 出料:賛 助 会 員,一 般 と も1日2,200円,2日 目以 降 半 額

映画 の頒布 または貸出 し ご希望の方 は当協会 技術課

(434-8211内 線525)ま で ご連絡 くだ さい。

ス ラ イ ド名

やさしい
FORTRAN

や さしい
COBOL

や さ しい
コ ン ピ ュー タ

私 た ち の
コ ン ピ ュー タ

スラ イ ド・テキ ス ト

頒 布 価 格
仕 様 形 式

一 般 賛助会員

鐵 穰z趨888聯8禺

禦 ∵1《Z漁 蹴888禺　 　
全3講 テ ー プ`マ ウ ン ト55,000「9SO,OOOmi

付 ロール45,000円40,000円

　 　
全4講 テ ー プ マ ウ ン ト60,000P]55,000「q

付 ロ ー ル55,000円45,000PJl
I

i頒
テ キ ス ト 名

一 般

や さい ・FORTRANl],200円

や・い ・・B・・1… 円

OHP利 用 ガ イ ド3,000F]`

OHP原 図 ・6,000円

貸 出 料:賛 助 会 員,一 般 と も1Hl,000円

布 価 格

賛助会員

],00〔 〕円

700「1]

2,400円

6,000円

上記報告書およびス ライ ド・テキス トの頒布 また は閲覧 ご希望 の方 は当協会普及課(434-8211内 線535)ま で ご

連絡 くだ さい。 なお,*印 の報告書については,コ ンビ=一 夕 ・エー ジ社(581-5201)で も取扱 ってお ります。※印

の報告 書 は当協会 情報処 理研修 セ ンター教務課(435-6513,6514)ま で ご連絡 くだ さい。

{一㌫ 三 二 こ=ζ議 言一㌫ ㌃ 蒜 £蒜 ㌫ 繊 ㌻;:㌶ ㌫ ㌃ 面㌫ て蕪る∫τぞ㌫ ζ蒜 …ミ

1で,C"希 望の加,当 絵 調麟(434_8211内 線538)までご酷 くださ、、。
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